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福祉文教常任委員会議事録 

 

１ 日  時  令和４年９月９日（金） 午前 ９時３０分 開会 

２ 場  所  太子町議会全員協議会室 

３ 出席委員  委 員 長    中村 直幸    副委員長  斧田 秀明 

        委  員    建石 良明          西田いく子 

                藤井千代美          䭜本 博之 

                村井 浩二          森田 忠彦 

                山田  強 

        議  長    䭜本  馨 

４ 欠席委員                

５ 説 明 員  町 長  田中 祐二   教 育 次 長  池田 貴則 

        副 町 長  齋藤 健吾   秘書政策課長  西本 武史 

        教 育 長  勝良 憲治   福祉介護課長  武部 勝浩 

        政策総務部長  小角 孝彦   いきいき健康課長  堀内 孝茂 

        まちづくり推進部長  村上 正規   保険医療課長  松岡 健一 

        健康福祉部長  子安 逸二 

６ 議会事務局  事 務 局 長  上田 周治   書 記  植木 友也 

７ 傍 聴 者                

８ 会議に付した事件 

（１）認定第２号 令和３年度太子町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

（２）認定第５号 令和３年度太子町介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

（３）認定第６号 令和３年度太子町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につい

て 

（４）議案第39号 令和４年度太子町国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

（５）議案第40号 令和４年度太子町介護保険特別会計補正予算（第１号） 
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午前 ９時３０分 開 会 

○中村委員長 皆さん、おはようございます。 

 本日、福祉文教常任委員会を開催させていただきましたところ、ご出席いただきまし

て、ありがとうございます。 

 会議に先立ちまして、町長より挨拶を受けます。 

○田中町長 皆さん、おはようございます。 

 福祉文教常任委員会の開会に当たりまして、ご挨拶を申し上げます。 

 委員の皆様方には大変お忙しい中、ご出席を賜り、誠にありがとうございます。 

 さて、本委員会に付託された案件でございますが、決算認定としまして、認定第２号、

令和３年度太子町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定についてほか２件、予算案と

しまして、議案第３９号、令和４年度太子町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

ほか１件。以上、合わせまして５件の議案でございます。何とぞよろしくご審議いただ

き、ご認定並びにご議決賜りますようお願い申し上げまして、簡単ではございますが、

開会のご挨拶とさせていただきます。 

○中村委員長 本日は全員出席していただいておりますので、本会は成立いたしました。 

 よって、これより委員会を開会いたします。 

 直ちに会議に入ります。 

 今回、本委員会に付託されました案件は、決算認定案件３件、補正予算案件２件の計

５件でございます。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 まず、認定第２号、令和３年度太子町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につい

て、これを議題といたします。 

 歳入歳出を通して説明を受けたいと思います。 

 本件について説明を求めます。 

○松岡保険医療課長 おはようございます。それでは、私のほうから認定第２号、令和３

年度太子町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につきまして、内容のご説明を申し

上げます。 

 それでは、まず、附属説明資料をお願いいたします。１頁の歳入から説明させていた

だきます。 

 表の一番下の歳入合計でございますが、１４億２千９９６万３千円、前年度と比べま
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して１千２３３万３千円、０.９％の増となっております。これは、保険料収入が増加

したほか、府支出金の特別交付金が増加したことが主な要因でございます。歳入の柱と

なる保険料は３億１千４１３万５千円で、前年度と比べ１１７万円、０.４％の増とな

っております。増の主な要因ですが、財政調整基金を活用し、保険料の上昇を抑制しつ

つも、医療の高度化や被保険者の高齢化などによる、大阪府域での医療費の伸びへの対

応として、保険料率の引上げを行ったことによるものでございます。一方、後期高齢者

支援金分と介護納付金分については、被保険者数の大幅な減少の影響により、いずれも

減少となっており、これらを合わせた保険料全体では１１７万円、０.４％の微増とな

っております。 

 次に、国庫支出金２８６万９千円は、コロナウイルス感染症の影響による保険料減免

の財源措置としての災害等臨時特例補助金２８３万６千円のほか、保険証発送に合わせ

同封しているマイナンバーリーフレット作成に伴う、社会保障・税番号制度補助金が３

万３千円報告されております。 

 次の府支出金は、９億７千７７８万３千円、前年度と比べ８７５万６千円、０.９％

の増となっております。増の要因としまして、保険給付費等に必要となる財源が、大阪

府から保険給付費等交付金として交付されておりますが、令和２年度のような、コロナ

ウイルス感染症の影響による受診控えもなく、歳出の保険給付費が前年度に比べ増加し

たことで、保険給付費等交付金も増となっております。また、特別交付金は前年度と比

較し、６７０万９千円、３０.９％の増となりました。これは、保険者努力支援分に係

る保健事業等の府内の順位が上昇したもののほか、保険料の激減緩和措置として交付さ

れるものでございます。 

 次に、一般会計からの繰入金ですが、総額で１億４９５万８千円、前年度と比べまし

て２３４万１千円、２.３％の増となっております。増の主な要因といたしましては、

令和３年度の保険料の基盤となる被保険者の令和２年所得の減少に伴い、経営軽減対象

世帯被保険者が増加し、保険基盤安定繰入金が増となったことによるものでございます。 

 次に、基金繰入金は１千５００万円で、前年度に比べ２００万円、１５.４％の増と

なっております。これは、平成３１年度から急激な保険料の上昇を抑制する目的として、

国保財政調整基金から繰入れをしたもので、前年度につきましては１千３００万円でご

ざいました。 

 最後に、諸収入でございますが、９８万９千円。これは、被保険者による保険料の延
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滞金のほか、交通事故による第三者行為の返還金で、前年度と比べ７０万６千円、４１.

７％の減となっています。 

 以上が、歳入の主なものでございます。 

 次に、２頁をお願いします。歳出でございます。 

 歳出の主な内容ですが、まず、保険給付費で総額が９億３千４８４万９千円、前年度

と比べまして１３０万７千円、０.１％増となっております。増の主な要因ですが、一

般被保険者に係る療養給費等では６９６万８千円、０.９％の増となっており、前年度

には顕著であった新型コロナウイルス感染症の影響と見られる受診控えも、令和３年度

では見られず、被保険者数が大幅に減少しているにもかかわらず、平成３１年度、１人

当たり医療費の水準まで回復していることによるものでございます。 

 なお、平成３１年度で退職者医療制度の経過措置が終了しておりますが、過年度に係

る療養給付費として４万３千円を支出しております。 

 次に、事業費納付金ですが、総額で４億２千８１４万２千円、前年度と比べ３９３万

円、０.９％の増となっております。これは、医療費の伸び率を踏まえた府内市町村の

事業費納付金、令和３年１月に行われた大阪府の国民健康保険料の本算定に基づくもの

で、一般被保険者療養給付費分で６２７万３千円、２.１％の増。被保険者の減少に伴

い、後期高齢者支援金分で１７３万１千円の減。介護納付金分では６１万２千円、それ

ぞれ１.８％の減となっております。 

 次に、保険事業費ですが、１千７２４万６千円、前年度と比べて５９万３千円、３.

６％の増となっております。また、基金積立金では１千２２６万９千円、前年度に比べ

て５１万９千円、４.１％の減となっております。 

 最後に、諸支出金でございますが、１８１万円、前年度に比べ９４万６千円、１０９.

５％の増となっております。増の要因としましては、特定健診特定保健指導の国庫府費

補助金や災害時臨時特例補助金、コロナ対応分ですが、それの交付額確定に伴う精算の

ための返還金が増となったものでございます。 

 以上、歳出合計１４億９０８万３千円で、前年度と比べて５５４万２千円、０.４％

の増となっております。なお、実質収支額は２千８８万円の黒字決算となっております。 

 次に、歳出の表の下に国民健康保険財政調整基金の状況を記載しております。令和３

年度末基金残高は、前年度より２７３万１千円減の８千７０８万６千５０５円となって

おります。 
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 次の３頁をお願いします。 

 被保険者並びに令和３年度中の被保険者の異動の状況を表しております。２の被保険

者世帯数及び被保険者数の状況ですが、世帯数では６世帯、被保険者数総数では６２人

の減少となっております。これは、国民健康保険被保険者の高齢化に伴い、７５歳到達

により後期高齢者医療保険に移行される方が近年多くなっていることによるものでござ

います。 

 次の４頁をお願いします。こちらの頁は、３頁の被保険者の異動の状況をグラフにし

たものでございます。 

 次に、５頁をお願いします。 

 ５の保険料収納状況でございます。表頭の右から３列目が、令和３年度の収納率とな

っています。一般被保険者の現年度分で９６.９％、前年度より０.１ポイントの上昇で、

１２年連続の上昇となっております。また、滞納繰越分は年間を通じたコールセンター

による滞納者への納付勧奨や、大阪府域地方税徴収機構と連携した収納対策など、この

間の取組により滞納整理が進んだことで滞納額自体が減少しているものの、徴収困難案

件等が残っており、滞納繰越分で４３.７％となり、前年度よりマイナス１.８ポイント

となっております。 

 次に、６の保険料の１世帯当たり及び１人当たりの額ですが、１世帯当たりの保険料

は１７万６千８５５円、１人当たりの保険料は１０万６千６３０円となっております。

１世帯当たり、１人当たり共に前年度と比べ保険料が上昇いたしております。 

 次に、７の保険料の賦課状況、（２）保険料減免等の状況でございますが、非自発的

失業者に対する減免等のその他減免で２８件、金額につきまして２３６万１千３９０円

となっております。政令軽減につきましては、前年度より３２世帯増の合計９８４世帯、

国保加入世帯全体の５５.４％の世帯が軽減を受けるという状況になっております。 

 次に、６頁をお願いします。 

 ８の一般被保険者に係る医療給付の状況でございます。令和３年度の医療給付全体の

件数ですが、前年度と比べて２千１７４件、５.１％増の４万５千１５件となっており

ます。また、費用額全体は１１億６５３万５千６５８円で、前年度と比べて１千４８２

万１千１５円、１.４％の増となっております。 

 次に、７頁の９の退職被保険者等に係る医療給付の状況でございます。退職被保険者

等につきましては、被保険者の状況の説明の際にも申し上げましたが、退職者医療制度
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の経過措置が令和３１年度をもって終了しております。しかしながら、再審査や過誤調

整があることから、過年度に係る療養給付費として４万３千３５１円を支出しておりま

す。 

 最後に、８頁をご覧ください。 

 一般被保険者１人当たりの医療費の推移をグラフで表しており、３７万５千８６１円

となっております。令和２年度につきましては、新型コロナウイルス感染症蔓延による

受診控えの影響もあり比較対象とならないため、平成３１年度との比較では１千５６１

円で、０.４％の増となっております。また、令和２年度の数字ということになります

が、被保険者の医療費は府内で３９番目という状況でございました。 

 それでは、引き続き、決算書をお願いいたします。 

 まず、歳出からご説明いたします。２２０頁、２２１頁になります。 

 １款総務費でございます。１項総務管理費、１目一般管理費、支出済額８１６万６千

３９４円。一般管理事業の主なものは、被保険者証等の印刷、郵送料、電算システムプ

ログラム委託料、国保連合会への電算委託料、第三者行為に係る求償金手数料並びに国

保連合会への市町村負担金となってございます。 

 ２項徴収費、１目賦課徴収費、支出済額６４９万８千３４４円。賦課徴収事業の主な

ものとしましては、納付書及び関係書類の印刷費、郵送料、口座振替手数料やコンビニ

収納代行業務委託料、マルチペイメントネットワーク協議会負担金となっております。 

 ３項運営協議会費、１目運営協議会費、支出済額９万８千円。 

 ２２２頁、２２３頁になります。 

 令和３年度開催の国民健康保険運営協議会２回に係る委員報酬等でございます。 

 ２款保険給付費、１項療養諸費、１目一般被保険者療養給付費、支出済額７億９千６

９７万５千８１２円、対前年度比０.９％の増となっております。 

 ２目退職被保険者等療養給付費、支出済額４万３千３５１円、対前年度１２６.３％

の増となっております。一般被保険者療養給付費の主な増の要因は、被保険者数の減少

が著しいものの、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う受診控えもなくなり、受診件

数や１人当たりの医療費が増加したことが要因だと考えております。 

 ３目一般被保険者療養費、支出済額１千３９０万６４３円、対前年度比２３.５％の

減となっております。 

 ４目退職被保険者等療養費につきましては、支出はございませんでした。 
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 ５目審査支払手数料、支出済額２１７万２千４７１円、対前年度比９.５％の増とな

っております。 

 ２項高額療養費、１目一般被保険者高額療養費、支出済額１億１千６３１万７千１７

９円、対前年度比２.０％増となっております。 

 ２２４頁、２２５頁になります。 

 ２目退職被保険者等高額療養費については、令和３年度の支出はございませんでした。 

 ３目一般被保険者高額介護合算療養費、支出済額１万２千６５３円、対前年度比７４.

３％の減となっております。 

 ４目退職被保険者等高額介護合算療養費については、令和３年度の支出はございませ

んでした。 

 ３項助産諸費、１目出産育児一時金、支出済額２４７万２千円は、被保険者が出産し

たときに、出産した子１人につき４２万円が出産育児一時金として支給されるもので、

令和３年度は６人となっております。 

 ４項葬祭諸費、１目葬祭費、支出済額１１５万円は、被保険者がお亡くなりになられ

たときに葬祭費を支給するもので、令和３年度は２３件となっております。これにつき

ましては、１件当たり５万円の支給でございます。 

 ５項精神・結核医療給付金、１目精神・結核医療給付金、支出済額１７９万３千６６

８円は、障害者総合支援法に基づく自立支援医療の精神通院医療費及び感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく結核医療費に係る本人負担分を補助

する任意給付でございます。 

 ６項移送費につきましては、一般及び退職被保険者、共に昨年度に引き続き、令和３

年度も支出はございませんでした。 

 ２２６頁、２２７頁になります。 

 ７項傷病手当金、１目傷病手当金、支出済額１万１千１０６円は、新型コロナウイル

ス感染症により、休職を余儀なくされた給与所得者である被保険者に対する手当金を１

名に給付しております。 

 ３款国民健康保険事業納付金は、本町が収納しました保険料や一般会計からの保険基

盤安定繰入金などを大阪府へ納付するための納付金となっております。 

 １項医療給付費分、１目一般被保険者医療給付費分、支出済額３億１７４万５千１２

９円、対前年度比２.１％の増となっております。 
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 ２項後期高齢者支援金等分、１目一般被保険者後期高齢者支援金等分、支出済額９千

２１８万２千６９４円は、対前年比１.８％の減となっております。 

 ３項介護納付金分、１目介護納付金、支出済額は３千４２１万４千５４３円、対前年

度比１.８％の減でございます。 

 ４款共同事業拠出金、１項共同事業拠出金、１目その他共同事業拠出金、支出済額２

３円は、２２８頁、２２９頁になります。退職者医療に係る事務費拠出金でございます。 

 ５款保健事業費、１項保健事業費、１目疾病予防費、支出済額２４５万８千３１７円

は、エイズ予防パンフレットの作成費及び医療費通知を年６回実施した費用と、それに

対する郵送料のほか、総合健康診断の委託料として人間ドックの半額補助を行っており

ます。その人間ドックの受診者は９１件の実績でございます。 

 ２項特定健康診査等事業費、１目特定健康診査等事業費、支出済額１千４７８万７千

５６２円は、特定健康診査の受診者７２６人分に対する費用のほか、特定保健指導に関

する費用を支出しております。令和３年度の特定健診受診率は、令和４年７月末時点で

３５.７％でございます。なお、受診率の数値につきましては、国からのパッケージが

公表されておりませんので、今後、変更されることもある点につきまして、ご留意をお

願い申し上げます。 

 ２３０頁、２３１頁になります。 

 ６款基金積立金、１項基金積立金、１目財政調整基金積立金、支出済額１千２２６万

９千円は、財政調整基金への積立金となっております。 

 ７款公債費、１項公債費、１目利子、支出済額３千９７１円は、年間を通じて事業費

納付金等の支払いに係る資金不足を補うため、財政調整基金を振替運用しており、その

運用に係る利子でございます。 

 ８款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目一般被保険者保険料還付金、支出済

額３９万６千６７０円は、過年度に係る１１件と還付加算金１件の保険料還付金でござ

います。 

 ２目償還金、支出済額１４１万４千円は、国、府への返還金でございます。 

 ９款予備費につきましては、特定保健指導事業費の８節旅費通勤費用弁償に不足が生

じたため、３６万円を充当しております。 

 歳出につきましては、以上でございます。 

 続いて、歳入でございます。２１４頁、２１５頁になります。 
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 １款国民健康保険料、１項国民健康保険料、１目一般被保険者国民健康保険料の現年

分、１節医療給付費の収入済額が２億１千４３５万２千２２円。２節後期高齢者支援金

分で６千７０８万１千４２４円。３節介護納付金分で２千２９３万４千３５４円の収入

となっており、これらを合わせた現年分の収納率が９６.９％となっております。 

 また、滞納繰越分としまして、４節医療給付分で６３３万６千３０１円、５節後期高

齢者支援金分で２１７万４千３５６円、６節介護納付金分で１２５万６千７４９円の収

入となっております。なお、滞納繰越分のうち、不納欠損額として１８３万３千９２０

円を処理しております。これらの不納欠損処理につきましては、転出等による居処不明

や死亡等で整理のついたもののほか、生活困窮、破産等による財産処分により徴収不可

能な保険料について処理をしております。 

 次に、２款一部負担金の収入はございませんでした。 

 ３款使用料及び手数料、１項手数料、収入済額１２万５千２０円は、全額が２目の督

促手数料の収入となっております。 

 ４款府支出金、１項府補助金、１目保険給付費等交付金、収入済額９億７千６５７万

９千８８８円は、本町が行う保険給付や保健事業に必要な財源として大阪府から交付さ

れたものでございます。 

 １節保険給付費等交付金の普通交付金、収入済額９億４千８１２万８千８８８円とな

っております。 

 ２節、保険給付費交付金の特別交付金で、収入済額２千８４５万１千円は、国の保険

者努力支援制度に係る交付金や特別調整交付金、特定健診等に係る国及び府の負担金で

ございます。 

 ２目国保事業助成補助金、収入済額１２０万２千６１１円。 

 ２１６頁、２１７頁になります。 

 これは、経過措置期間中、重度障がい者やひとり親家庭、乳幼児医療費助成の実施に

伴う医療費負担に対する府補助金となっております。 

 ５款財産収入、１項財産運用収入、１目利子及び配当金、収入済額１万４千９４５円

は、財政調整基金の振替運用により生じました預金利子となっております。 

 ６款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金、収入済額１億４９５万８千４

１９円。 

 １節保険基盤安定繰入金、保険料軽減分で５千３３６万４千６１９円。保険の軽減世
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帯に対するものとなっており、対象は９８４世帯分となっております。 

 ２節保険基盤安定繰入金、保険者支援分で、２千９６０万９千６６８円。これは保険

料軽減の対象となる１人当たりの保険料調定額の割合に応じて支援されるものとなって

おります。 

 ３節職員給与費等繰入金１千２３８万５千９１３円の一般管理費及び賦課徴収費等の

事務費に充当いたしております。 

 ４節出産育児一時金等繰入金５４万５千円は、出産育児一時金の地方財政措置されて

いる３分の２を繰り入れております。 

 ５節財政安定化支援事業繰入金３９３万１千２５０円は、６０歳以上の高齢者の割合

において、地方交付税措置されたものを繰り入れております。 

 ６節その他一般会計繰入金５１２万１千９６９円は、毎年８月と２月に実施しており

ます集団健康診査と同時に受診ができるがん検診のセット受診に係る費用や保険料の町

独自減免等に対する費用、地方単独事業実施に係る国庫負担金減額分の補填分でござい

ます。 

 ２項基金繰入金、１目財政調整基金繰入金１千５００万円は、大阪府が行う令和３年

度の統一及び標準保険料率の本算定により、本町被保険者１人当たりの保険料は前年度

に比べ、約７％の上昇が見込まれたことから、急激な保険料の上昇を抑制する目的で、

基金からの繰入れを行ったものでございます。 

 ７款繰越金、１項繰越金、１目前年度繰越金、収入済額１千４０８万８千６９２円は、

令和２年度決算の歳入歳出差引残額を繰越ししたものでございます。 

 ８款諸収入でございますが、１項延滞金加算金及び過料は８３万５千５０５円で、全

額が１目の被保険者に係る延滞金となっております。 

 ２１８頁、２１９頁になります。 

 ２項雑入でございます。１目雑入、収入済額１５万３千８５３円。これは第三者行為

の交通事故による返還金となっております。 

 ９款国庫支出金、１項国庫補助金、１目システム開発費等補助金、収入済額３万３千

円は、１節社会保障・税番号制度システム整備補助金で、保険証の更新時に納付したマ

イナンバーのリーフレット、２千２００枚の印刷製本費に対する補助金でございます。 

 ３目災害等臨時特例補助金、収入済額２８３万６千円は、新型コロナウイルス感染症

により、著しく所得が減少した国民健康保険被保険者を対象に減免を適用した保険料に
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対する国庫補助金でございます。 

 以上、簡単ではございますが、令和３年度太子町国民健康保険歳入歳出決算の説明と

させていただきます。何とぞよろしくご審議の上、ご認定賜りますようよろしくお願い

申し上げます。 

○中村委員長 ただいま、歳入歳出の説明がありました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

○斧田副委員長 昨年もちょっと聞かせてもらっていたと思うんですけれども、太子町の

保険料というのが、かなり上位にあるというふうに聞いていたんですけれども、それは

今年度についても変わらないのか、また、その状況はどんなようなものなんでしょうか。 

○松岡保険医療課長 保険料が府内で高いほうだということのご質問でございます。国民

健康保険が府内で何番目ということで、先ほど説明の中にはなかったとは思いますが、

まず、１人当たりの保険料が、令和２年度になってしまいますが、１０万２千９９１円

となっておりまして、府内でいうと１２番目となってございます。１世帯当たりで見ま

すと、１７万３千８３０円ということで、逆に府内で４番目、去年は５番目だったんで

すけど、ちょっとまた上がっているという状況になっています。ちなみに、なぜ保険料

が高いのかという内容の質問も含めてということですが、被保険者の構成は、結構、高

齢化していまして、その中で前期高齢者と言われる６５歳以上等、年金はもう受給され

ている方の割合もかなり増えてきております。その中で考えると、１人当たりの水準は

やはり高いのかなというふうに思っております。 

 ちなみに、太子町も保険料は高いほうなんですけれども、やはり北摂の市町村がやは

り１人当たりの保険料が高くなる傾向にはなってございます。 

 以上です。 

○斧田副委員長 今の説明というんですか、昨年も同じような形で聞かせてもらったんで

すけれども、そこら辺については、保険料を引き下げるというふうな部分は、制度上ど

うしてももうこれは出てくるものなので、ここら辺で保険料をできるだけ下げるという

ふうなことをやろうと思っても、制度上、難しいというんですか、数字自身はこういう

形で自動的に出てきてしまうということなんですか。 

○松岡保険医療課長 令和６年度に大阪府内で、独自で統一の保険料を使っている団体は

１３団体しかいません。その中で令和５年度、令和６年度には、保険料ほか何項目か各
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市町村で内容が違うものがございますが、その中で令和５年度につきましては、まだ財

政調整基金を活用しながら、令和６年度の統一保険料についても現在、抑制することが

中々、大阪府に要望しながら抑制するという、抑制の要望をしていくということにはな

りますが、やはり我が太子町としましては、まだ令和５年度につきましては、財政調整

基金が残っていますので、一気に保険料を統一に近づけるという状況を取るものではな

くて、ソフトな感じで令和６年度の統一の保険料に向けて基金を活用して保険料の抑制

についても図ってまいりたいと考えています。 

○斧田副委員長 ありがとうございます。こちらのほうでまた続いて聞かせてもらおうか

なと思っていた、統一の部分についても答弁していただきまして、ありがとうございま

す。 

 それと、反対に医療費のほうなんですけれども、医療費のほうについては、どのよう

な状況なのか教えてください。府内の状況を踏まえて。 

○松岡保険医療課長 医療費の府内の状況です。医療費のほうも、これも令和２年度の状

況しか、今、手元にないのでございますが、一般被保険者１人当たりにつきましては、

３６万３千１７９円となっております。これにつきましては、府内で３９番目、これは

平成３１年度も３９番目なので、順位としては同じ順位というふうになっております。 

○斧田副委員長 この太子町の状況を見れば、保険料のほうでは府内では非常に高い位置

にあって、医療費自身は非常に低いというふうなところで、保険者というたら行政にな

るんですか、ではなくて住民の方にとってみれば、そこら辺は非常に微妙な感覚になる

ところかなというふうになります。別にそれは答えてもらうというふうな内容ではない

んですけれども、医療費自身が府内でも低いというふうな部分について、もう少し何か

あれば教えてください。 

○松岡保険医療課長 医療費の順位ではなくて、医療費が低い理由ということの質問かと

思います。医療費につきましては、低い要因なんですけれども、保険医療課だけではな

くて介護部門の取組、あと健康増進部門での取組、あと集団健診等々も含めて、それぞ

れが様々な保健事業を行っていると。こういう事業を展開することによって、その効果

が少し見られるのかなというふうに考えておりまして、その結果、医療費は府内で３９

番目になっているのかなと考えております。 

○斧田副委員長 ありがとうございます。先ほど、ちょっとある程度、先行した形でも答

えてもらっているんですけれども、令和６年の統一に向けて、周りの市町村の状況であ
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るとか、そういうふうなものについてちょっと教えていただけたらと思います。 

○松岡保険医療課長 周りの市町村の状況ということで、３０年度から大阪府統一という

ことで、大阪府のほうから標準保険料、統一保険料の設定をされています。３１年度に

おいては、統一の保険料を各市町村が採用されていまして、標準保険料というのがその

ときにございますが、これにつきましては６市町村、令和２年度につきましては、統一

保険料を採用したのは８市町村、そのほか標準保険料を採用したのが６市町村。要する

に、平成３１年度、令和２年度につきましては、同じ市町村がそれぞれ統一保険料と標

準保険料を採用しているということです。令和３年度につきましては、全市町村に激変

緩和、保険料抑制のための財源ですけど、これを全市町村に拡大したということによっ

て、統一保険料と標準保険料については同じものとなりました。これを採用している市

町村は１３市町ということでございます。令和４年度、今現在につきましては、統一保

険料を採用しているのは１５市町という状況でございます。 

○斧田副委員長 ありがとうございます。すみません。今からちょっと質問させてもらう

のは、今回の決算でというんですか、昨年から続いているんですけれども、コロナの関

係が国保の中で受け持っている部分というんですか、中々ワクチンなどについては別枠

の形で進んでいるかと思うんですけど、コロナ禍の中で国保会計のほうが、先ほどもち

ょっと説明を聞かせてもらっていたのでは、傷病手当というんですか、コロナにかかっ

たから、その収入自身に影響があって、それが医療費のほうではどの程度補償していく

かみたいな形での関わりがあるんですけれども、具体的な形でイメージとしたら発熱外

来とか町内のお医者さんにやってもらっている部分があると思うんですけど、そういう

ふうな部分とか、それがこの国保会計に影響してきたりとかしているんでしょうか。す

みません。 

○松岡保険医療課長 コロナウイルス感染症の影響による対策ということで、減免と傷病

手当金を今現在やっている状況です。傷病手当金の状況ですが、今のところ、今月末ま

での申請となっておりますが、ちょっとまだ延長するかどうかの内容は聞いておりませ

ん。本町におきましては、令和３年度に１名が対象となっています。傷病手当金の内容

ですけれども、新型コロナウイルスに感染したとき、または発症が疑われるとき、そう

いう方が対象になるということで、勤務する予定であったけれども就業することができ

なかったときの給与が対象になります。これにつきましては、就業することができなく

なった３日経過後、要するに４日目ですけれども、４日目から勤務を予定していた日数
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分ということで、どういう基準で支給するのかといいますと、直近３か月間の収入の合

計額を就労日数で割ります。その３分の２を基準とします。就業予定日数分を支給する

ということとなっています。あくまでも被用者、要するに社会保険の適用とならない国

民健康保険の被保険者が今現在対象ということです。 

○斧田副委員長 ありがとうございます。あと、説明の中で医療費の増減の中でも、コロ

ナの影響によって、反対に通院が減ったというふうな形での説明があったんですけど、

そこら辺についてもう少し教えていただけないですか。 

○松岡保険医療課長 コロナウイルスの影響の関係で通院が減ったという説明、すみませ

ん、そういうふうな説明であったのであれば、令和２年度中につきましては、確かにコ

ロナウイルス感染症の影響があって受診控えが確かに見られました。でも、今回の令和

３年度決算を見ますと、やはり受診の件数が伸びている、なおかつ被保険者が減少して

いるにもかかわらず、１人当たりの保険料が増えている、そのような状況の中を見てみ

ますと、コロナウイルス感染症に対する受診控えは今のところ見られないのかなという

ふうには考えています。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

○西田委員 太子町の国民健康保険料を１人当たり、１世帯当たりにすると本当に高くな

るんですけれども、私が議員になったころには、テレビで１人当たり、１世帯当たり、

近畿一高いと言われたようなこともありましたけれども、個々は所得によって違います

し、１億円稼ごうが、２億円稼ごうが、最後は限度で終わっちゃうではないですか。そ

ういうところもありますので、どの世帯がちょっとしんどいかなというのも教えてもら

いたくて、よく聞くんですけれども、モデルケース、所得３００万円で現役４０代夫婦

が介護保険料も払っていて、未成年の子ども２人の４人世帯と、あと年金生活者が多い

ということで、年金の方で所得３００万円というのはどれだけいるのかなと思うんです

が、それだけもらっている人、６５歳以上７４歳以下の年金生活者、夫婦だけだったら、

先ほどであったら１人、２人とか、世帯であったらもうすごいトップクラスなんですが、

そのあたりでいくと、府内は何番目ぐらいになるんでしょうか。 

○松岡保険医療課長 １世帯当たりの保険料は回答させていただいたとおりなんですけど、

モデルケースということで、４０歳代のご夫婦、子どもさんがお二人ということで、す

みません、ちょっと聞き逃していまして、所得は２００万円、３００万円。３００万円

ですね。その３００万円につきましては、府内で２５番目ということで、真ん中ぐらい
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だろうかと思います。モデルケース、６５歳の夫婦、年金をもらっておられるというこ

とで、所得３００万円ということであれば、府内で２２番目、ちょっと上のほう、ほと

んど真ん中のほうですね。真ん中ぐらいの保険料となっております。 

○西田委員 あえて聞かせてもらいましたけれども、そういう資料もありまして、割に身

近で思い浮かぶような人たちでいけば、太子町はトップクラスというところでもなく、

安いとは言いませんけれども、真ん中あたりなんですが、これは大阪府の統一保険料に

なったら、それはもう上がってしまうんですかね。今その資料で見たら、各自治体ばら

ばらで、うちは２５番目というところであれば、同じような世帯で、所得がトップとい

うところがよそにもあるということになるんだと思うんですけれども、それが府内で統

一されたらみんな一緒で、そういうところに対して基金なんかも入れてくれてはると思

うんですが、ちょっとでもしんどい世帯に、ちょっとでも楽になるようにということは

もうできなくなっちゃうんですかね。 

○松岡保険医療課長 令和６年度に保険料、減免も含めて統一されます。その中で高くな

るか安くなるかというところなんですけれども、今のところ、太子町の令和４年度、令

和３年度も含めて、かなり保険料には統一の保険料と乖離があります。所得割について

は、ほぼほぼ今現在の府が示している保険料率になっておりますが、やはりその均等割、

平等割については、フルでもし１人当たりにかかっているとすれば、約６千円程度の差

が開いています。６千円といえば、月５００円の値上げになりますので、このまま令和

６年度について、医療費についても３％程度伸びていくということですので、当然、保

険料についても上がっていくというようなことが考えられます。 

 ただ、保険料が上がっていくのをそのまま見過ごすのではなくて、やはり抑制するた

めに、大阪府のほうに要望等をしている中で、抑制の財源に対する基金を造成しようか

なというような動きも見られる状況になっています。内容についてはちょっとまだ不明

なんですけれども、それを活用する、もしくは保険努力支援分で市町村に渡している激

減緩和措置分、これについては統一になれば必要がなくなる財源ですので、それも統一

のときには、抑制財源として使うというふうに考えていると聞いております。 

○西田委員 個々の保険料は統一になろうが、各自治体で決めるということは無理ではな

いということは、厚労省も言っているんですが、言いながら、そしたら太子町だけ保険

料を引き下げるということをすれば、国も府も大きなペナルティを入れてくると思うの

で、中々私らは一般財源を繰り入れて、基金を持っているのだから、基金で下げてとい
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うようにはならないんですけれども、大阪府がそうやって引下げのための財源を入れて

いただけるのならば、太子町が私らに言われることもないやろうし、それで保険料が安

くはなれへんやろうけれども、高くならないというところの水準に置いていけるのであ

ったら助かりますので、ぜひ今、考えていますというのを形にしてもらいたいなと思い

ます。 

 ただ、このままでいけば、何もなければ令和６年度にはばんと上がりますよというの

も分かっている話ではないですか。このままいけばそうであったら、もう自治体によっ

ては、大阪府に統一されて、それでまた減免とかいうのも考えているというだけで、ま

だ確約でもないではないですか。そういう中で合わせるのは大変やから、令和６年と言

っているの、それをもうちょっと引き延ばしてくれという話もありますけれども、そう

いう方向に動くようなところはないんですか、今のところ。 

○松岡保険医療課長 令和６年の統一を延長できないかというお話だと思います。今のと

ころ、はっきり言いますと、もう統一の方向で進んでいます。ただ、市町村の協議、合

意形成を経て、令和６年度統一という形になっているのもありますし、ただ、６年で統

一してしまうと、確かに運営が厳しい団体もあると思いますので、そのあたりは今後、

大阪府町村長会等を通じて急激な保険料値上げとならないよう、また減免についても、

内容をもう少し整理できるような要望もできるかと考えております。 

○西田委員 本当に規模が小さいから、町村なんて本当に国保の加入者が減って、大きな

病気を私一人がしても、それがすぐ保険料とかに跳ね上がってくるという、本当にちっ

ちゃいところは大変ではないですか。だから、大阪府町村長会とか大阪府町村議長会、

ちょっと資料も回ってきたので見せてもらったんですが、令和５年度、大阪府に対して

施策並びに予算に関する要望書というのを出した中で、本当にもっと大阪府に力を入れ

て国保を助けてくださいというようなことを書かれているんですけれども、本当に強く

要望していってください。 

 そんな中で言い続けて、私は何回か言わせてもらいましたが、国保の子どもの均等割、

こんなんなくしてくれということでいったら、令和４年４月からそれが実施されている

と思うんですが、それでも子ども全部ではなくて未就学の方だけで保険料均等割、全部

ではなくて５割減額、それでも一歩前進ですので、喜ばしいとなんですけれども、これ

は令和４年から始まっていますが、令和３年度で見てみたら、結局、子どもも何人なの

かなとか、均等割の減額分はどんだけ数字が出ているのかなとか、出てるとしたらどれ



－１８９－ 

ぐらいなのかなとか、子どもといえば、もううちかって子どもの医療費助成は１８歳ま

でしているではないですか。１８歳までしたら太子町は何人ぐらいか、個々の子どもさ

んは少ないと思うんですけれども、何人ぐらいで、それは幾らぐらいか。国は半分と言

っていますけれども、年齢も延ばして、もしかしたらその金額なかったら、そんなに大

きくなかったら、太子町でやったら幾らかなと思いますので、ちょっと分かっている数

字、就学前の子どもさんが今どれぐらいいてて、大体でいいので、個々も出たり入った

りしますし、動くので、何人ぐらいで、均等割減免、それであったらどれぐらい入って

いて、就学前までではなく、１８歳まで５割減に広げたら、何人ぐらいいてて、そした

ら幾らぐらいになるかとか、全額、もしやればどれぐらいになるか、分かればちょっと

数字、大体でいいので教えていただけますか。 

○松岡保険医療課長 今年度、令和４年度の保険料から子どもの均等割半額というものを

導入しています。今、私が持っています資料が、令和４年の本算定時点、６月１日にな

ります。この中で就学前の人数につきましては６６人、減免額の合計については７８万

９千１７３円ですので、約７９万円ということです。仮に今、子ども医療費助成が１８

歳まで拡大しているから、１８歳まで子どもの均等割を半額にしたらどうなんですかと

いうご質問なんですけれども、今持っている資料では７歳から１８歳までの人数で２０

４人です。約２００人です。これを単純に６歳までの減免額で割り戻すと、本当に粗い

試算なんですけれども、７歳から１８歳まで拡大することによって２４３万９千２６２

円ということで、２４５万円ほどが必要となります。 

 もう一つ、もし均等割をなくすということであれば、最初に申しました減免額７９万

円弱の金額が、まず就学前で必要です。これに加えて、１８歳までの均等割を無料にす

るということを目指すとすれば、これも粗い試算なんですけれども、３２０万円強とい

う金額が必要となってきます。 

 以上です。 

○西田委員 今言ったような均等割をなくすということを、自治体の施策として子育て支

援としてやっている自治体もあるんですけれども、太子町でいけば、国制度の年齢だけ

を拡大するというので１６６万円ではないですか、今７９万円使っていて、それだけ増

えるのかな。増えるのが７歳から１８歳までやから１６６万円出せば、１８歳まで半額

化できるというのであったら、太子町も子育て支援に力を入れるという中で、そういう

制度の拡充というのはできないんですか。国保の統一があれば、そういう太子町独自の
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ことはやっちゃいけなくなるんでしょうか。 

○松岡保険医療課長 太子町としてやってはいけないのかというところなんですけれども、

やはり現場としましては、今のところ独自で施策を、国民健康保険の保険料に着目して

拡大するのは非常に困難と考えています。今後、半額の基準もちょっと曖昧なんですけ

ど、それの年齢拡大や内容の拡充については、今後につきましても町村長会等々を通じ

て要望はしてまいりたいというふうに考えています。 

○西田委員 社会保険にはない、子どもであっても赤ちゃんとして生まれた瞬間、均等割

がかかるということはどうなんやということを言って、ようやく就学前までになったけ

ど、まだ半額ですし、子どもというのであれば、もっと年齢を上げてもらいたいと思い

ますので、少しでも国保世帯が楽になるような、それを独自でできないというのであっ

たら、府であり、国であり、制度としてもっと拡充してもらえるように、引き続き要望

は続けてください。よろしくお願いします。それでいくとペナルティですけど、子ども

の医療費助成、これをやっていることに対して国はやっぱりペナルティはかけてきてい

るんですか。 

○松岡保険医療課長 子どもの医療費助成にペナルティがということなんですけれども、

実際に今現在は太子町にはかけていないですけど、療養給付費、国庫負担金、給付費の

３２％になる部分なんですけど、そこについて大阪府の就学前の事業に対して、ペナル

ティはかかっていますし、なおかつ町独自で所得制限がなしに１８歳まで拡大している

ということに対して、ペナルティがかかっています。それにつきましては、これも要望

になってしまうんですけれども、全国で見ますと、どうしても６割強の自治体が、都道

府県はちょっと違いますけど、自己負担無料まで下げているという状況にございます。

大阪府内には、そういう自己負担ゼロはないんですけど、そういう中で今現在の状況を

鑑みると、予算的な措置というんですか、財源をどうするのかという問題はありますけ

ど、方向的には子どもの医療費については、無料というのが全国的な流れになるので、

そこはやはり府内で全市町村の福祉医療制度に関する話、協議の場があれば、協議して

いく形になろうかと思います。 

 今のところ、以上です。 

○西田委員 だから、歳入で説明された歳入の２１６頁で、一般会計繰入れの中には、健

診の部分とかあった一つに、地方単独国庫減額分というのを入れていますが、それが勝

手に子ども医療費助成を拡充して、そうであったら裕福なんやねということで引かれて
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いる分になるんですか。金額はどれぐらいなんですか。 

○松岡保険医療課長 多分、その他繰入れの内容かなと思うんです。地方単独事業の国カ

ット分、これの１４８万８千５７９円ということで、１５０万円弱カットされています。

これは大阪府と一緒にやっている就学前の所得制限ありの子どもさんに対する医療費助

成の部分です。それ以外に。 

○子安健康福祉部長 議長、よろしいですか。ちょっと補足をさせていただきます。ただ

いま説明させていただきました、その他繰入金の中身の話でございます。その中に、先

ほど言いましたように医療費助成に伴う国庫負担の減額分の補填ということで、医療費

助成につきましては、大阪府と基本的には町の共同で行っている事業であるというとこ

ろから、減額されている国庫負担分につきましても、大阪府につきましても２分の１負

担していただいております。この中に子どもの分は入っているのかというご質問でござ

いますが、委員各位もご存じだと思いますが、大阪府の子どもに関する医療費助成に関

しましては、就学前のお子さんのみということで、府内の市町村につきましては、その

対象者を更に拡大した形で中学生であるとか、本町の場合でしたら１８歳以下というよ

うな形で実施させていただいている関係もございまして、子どもの分につきましては、

減額分に対する大阪府の補助はないという形になります。したがいまして、障がい者医

療あるいはひとり親医療、これに伴う減額分に対する補填という形になってございます。 

 以上です。 

○西田委員 大阪府が本当に広げてくれたら、大阪府で整えることですし、府が入れてく

れはったらいいんやけれども、中々、課長のほうからもありましたけれども、大阪府自

体の子どもの医療費助成に対する補助というかが少なすぎて、いまだに就学前であった

りとか、拡大はしましたけれども、所得制限を設けたりとか、医療費無料ではなく助成

であったりとか、そこから大きく変えてもらうようにしていただきたいと思うんです。

保険料統一で、府内一緒というのを全国一緒まで広げたいかそこまで分かりませんけれ

ども、払えというのであったら、そういう助成も国がやるべきだし、府がやるべきだし、

せめてというか、東京都は財政力が違うといえばそうかもしれませんが、やっぱりどこ

にお金を使うかというところが、姿勢が違うと思うんですが、大阪府に要望されている

ので、東京都のように、大阪府が１８歳まで無料にするように、本当にそこまで広げて

くれへんかな。助成ではなくて無料にするように強く要望していただきたいと思います

ので、よろしくお願いします。 
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○中村委員長 ほかにございませんか。 

○村井委員 現場の話なんですけど、現場にやっぱりコロナ禍の中、特に国民健康保険の

被保険者であります個人事業主さんとか、ご商売のところが大変なところ、いろいろ太

子町においては支援金ということで、いろいろ制度をつくってもらってやってくれてい

るところもあるんですけど、令和３年度、令和４年度、またその先には、私のところに

問合せが何件か来ているんですけど、個人事業主さんのところに税制のところのインボ

イス制度が始まるというところで、個人事業主として経営が存続できるのかできないか

というところで、本当に根幹のところの話もちょっとやっぱり業界というか、個人事業

主さんで不安に思っている方がかなり多いです。その中で、そもそも経営が成り立たな

くなるとかいうところのことで、これがまた私も国民健康保険のところに、ちょっと予

想外の影響が出てくるんではないかなというようなところも、私はちょっと危惧してい

るところもあるんですけど、その辺の情報なり、また被保険者さんに関するところの、

何というかな、動きがもしあれば、教えていただけませんか。 

○松岡保険医療課長 自営の方とかフリーランスの方に対する情報みたいなところなんで

すけれども、今のところ何も聞いていません。先ほど説明しました傷病手当についても、

社会保険に加入できない、給与収入所得者が対象なので、太子町だけではないんですけ

ど、町村長会を通じてその自営の方とかフリーランスの方に対しても、傷病手当金もし

くはコロナウイルス感染症の減免等々、適用ができるように要望しているというような

状況でございます。 

○村井委員 個人事業主さんだけではないですけどね。やっぱりコロナ禍で影響が大分出

たと。２０２３年１０月からのインボイス制度が全国で開始される。仕入れから取引か

らというところで、どうなるのかということも不安視されている方もいらっしゃるんで

すよ。その辺、動向もやっぱり注視しながら、国保会計のところ、全般のところ、根幹

のところでどういう影響が出るか分からないんですけど、やっぱりそういうところを注

視していただきますようお願いしておきます。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

○西田委員 マイナンバーカードをお尋ねします。マイナンバーカードで一番やりたくて

仕方がないんだろうなと思うのは、医療のひもづけというところだと思うんですけれど

も、岸田政権が骨太の方針で、健康保険証の代わりにマイナンバーカードを利用できる

システムの導入を原則義務化し、保険証の原則廃止を目指すとしていますというのが閣
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議決定であって、まだまだ国会とかメニューに上がっていないんですけれども、そうい

う強制の方向に入っていっているんですか。また、そういうことで進めてほしいみたい

な話は、担当まで下りてきているんでしょうか。 

○松岡保険医療課長 マイナンバーカードの取得に対して、これは強制なのかということ

で、今、委員のご質問の中にもありましたように、原則ですので、確かに保険証とひも

づけることが可能なので、確かに可能なんですが、私としましては現在のところ強制で

あるというふうな認識ではございません。 

 また、保険証の代替として使用できる施設、これにつきましても５月の末時点しか情

報がないんですけど、１９％程度ということになっています。確かに今後医療機関に対

してマイナンバーカードの保険証対応をする機器を導入するということが義務化される

となっています。ただ、被保険者自身がマイナンバーカードを必ず作らなければならな

いというふうにはなっておりません。ただ、保険証とひもづけることで、その中に診療

記録や投薬の記録が蓄積されていきますので、これにつきましては病気の早期発見、早

期治療につながるものと考えていますので、その点については保険医療課長としては利

点かなというふうには考えています。 

○西田委員 全て１００％悪いとは言いませんけれども、今でも懸念されているのが、保

険証、国保であれば毎年、送りますけれども、マイナンバーカードで一括できるという

ことになると、４年ごとに交換、ここはそういう意味では毎年が４年ごとに。でも、社

会保険はもらったらずっとその保険証を持っていると思うんですけれども、それを交換

せなあかん。申請して来るまで、ちょっとタイムラグがあるんですって。そしたら、そ

の保険証がないときどうするのとか、そういう問題もありますし、そうであったら、今

のように毎月、毎月出して、保険証を送るときにこういう制度がありますよと、減額制

度がありますよって、紙入れて、皆さんに毎年１回は国保としてそういうお知らせもで

きていたやつがなくなっちゃうではないですか。そうなると、住民さんにとってマイナ

ンバーカードに置き換えられてしまったときに、便利になるかどうかというところは疑

問なところもありますので、そういうあたりは研究していただいて、自治体としてもっ

と住民さんに近いところでやろうと思ったら、マイナンバーカードに置き換えてもらっ

たら困るというのを研究してもらって、そういうこともまた上げていっていただきたい

と思いますので。まだ強制していない段階ということですから、少し研究していただき

たいと思います。要望しておきます。 
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○中村委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、質疑を終わります。 

 討論に入ります。討論ございませんか。 

 討論を許します。 

○西田委員 認定第２号、令和３年度太子町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて、反対の立場で討論を行います。 

 市町村が運営する国民健康保険は、加入世帯の４割が年金生活者などの無職、３割が

非正規労働者で、低所得者が多く加入する医療保険です。ところが、平均保険料が４人

世帯の場合、同じ年収のサラリーマンの健康保険料の２倍になります。全国知事会、全

国市町村会などは、加入者の所得が低い国保がほかの医療保険よりも保険料が高く、負

担が限界になっていることを国保の構造問題だとし、これを解決するため、公費投入、

国庫負担を増やし、国保料を引き下げることを国に要望し続けています。 

 マイナンバーカードの保険証としての利用を可能とする制度改変が、住民や医療の現

場に混乱をもたらしています。政府が検討する健康保険証の廃止によるマイナ保険証の

押し付けは、事実上のマイナンバー強制であり、健康情報という極めて重要な個人情報

の漏えいやプライバシー侵害を引き起こす危険があります。また、２０２１年３月から

開始されたマイナンバーカードによるオンライン資格確認は、医療機関が金銭的業務負

担を強いられ、被保険者の情報流出、カードの盗難、紛失、プライバシー侵害のリスク

にさらされるなど、多くの問題を抱えています。 

 自民政権は２０１８年度から、それまで市町村ごとに分かれていた国保の財政を都道

府県に集約する国保の都道府県化を行いました。この制度改変の最大の狙いは、市町村

が一般会計から国保会計に繰入れを行っている自治体独自の保険料軽減をやめさせ、そ

の分を住民の負担増に転嫁させることです。そのため、標準保険料率、保険者努力支援

制度など、自治体独自の公費繰入れをやりにくくさせる様々な仕組みが導入されました。

更に、政府は保険料の統一化の名で公費負担繰入れをやめさせる圧力を自治体にかけ、

都道府県が定める国保運営方針の目的に、繰入れ解消を書き込ませる法律改悪まで強行

しています。締め付けを強める一方で、厚労省は財政運営を都道府県が行っても、保険

料を決定するのは、これまでどおり市町村であることを明確にしています。国保が都道

府県化されても、地方自治の本旨、自治体の条例制定権を定めた憲法の下、自治体独自
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の公費繰入れを続けることは可能です。 

 大阪府は本来であれば、大阪府の医療費を国の係数に基づいて推計し、府内各自治体

の被保険者数、所得階層などを考慮し、各自治体に標準の保険料率を通知し、大阪府へ

の納付金を決定するだけでした。府内自治体が標準保険料率を参考に、自治体として保

険料率を定めるはずでしたが、保険料は大阪府で統一するということになったため、府

の標準保険料率に合わせると、保険料が高額になることが必至となっています。 

 このため、令和６年度からの国保の統一化を延期してほしいという声が首長から上が

るのも当然のことだと思います。よく国保財政の安定化と言いますが、財政運営が安定

するということと、住民負担が軽減されるということは別問題です。現役世代３割、高

齢者が１割から３割という窓口負担に深刻な受診抑制が起こっています。ヨーロッパ諸

国やカナダでは、公的医療制度の窓口負担はゼロか、あっても少額の定額制です。日本

は１９８０年代までは、健保本人は無料、老人医療費無料制度でした。応能負担の原則

に沿って保険料や税の負担を求めつつ、患者負担は低額に抑え、必要な医療を保障する

のが公的医療制度の本来の在り方です。子ども、高齢者、障がい者、ひとり親家庭など

の医療費無料化を行う自治体に対し、国保の国庫負担を減額する国のペナルティをやめ

させること、国保法第４４条の規定に基づく生活困窮者の窓口負担、一部負担金の減免

を利用できるようにすることなど、国保法第１条、「この法律は、国民健康保険事業の

健全な運営を確保し、もって社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目的とする」

という社会保障としての国民健康保険を国が実施するよう強く求めていただくよう、ま

た、太子町もその思いで実施していただくようお願いいたしまして、反対の討論といた

します。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

○村井委員 認定第２号、令和３年度太子町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて、賛成の立場で討論を述べます。 

 令和３年度の国民健康保険特別会計では、新型コロナウイルス感染症の影響が長引く

中、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者への保険料の減免

制度や、感染症により、やむを得ず休業した際の傷病手当の支給を令和２年度に続き実

施されるなど、現下のコロナ禍の状況に適切に対応した運営を行っています。また、国

民健康保険の広域化に伴う経過措置の終了により、各種基準が府内で統一される令和６

年度に向けて財政調整基金を活用し、急激な保険料上昇にならないよう、被保険者の負
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担に配慮している点は評価できるものと考えます。 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、将来の見通しが困難な状況にありますが、

今後の事業運営に当たっては、新型コロナウイルス感染症への適切な対応はもとより、

被保険者の健康につながる健康診査や、それに基づく保健指導を着実に行うと共に、公

平公正な保険料の賦課及び適正な保険給付に加え、財政調整基金の有効活用により、引

き続き被保険者へのサービス向上と健全な国民健康保険事業の運営に努められるよう、

なお一層の尽力を要望し、本決算の賛成討論といたします。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、討論を終わります。 

 採決いたします。 

 認定第２号を原案どおり認定することに賛成の方の起立を求めます。 

（起立６名・反対２名） 

○中村委員長 起立が６名、反対２名で、賛成多数でございます。 

 よって、認定第２号、令和３年度太子町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いては、認定することに決しました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１１時１５分の予定です。 

午前１１時００分 休 憩 

                                       

午前１１時１５分 再 開 

○中村委員長 それでは、再開いたします。 

○子安健康福祉部長 すみません。先ほど、委員会の中で私がご答弁した部分に、若干誤

りがあって、あるいは間違っている点がございましたので、訂正をさせていただきたい

と思います。 

 医療費助成制度に伴って、国庫負担金減額制度、これに対する補填ということで、一

般会計からと、先ほど説明しましたように大阪府のほうから補助をいただいております。

大阪府の補助金に関しましては、説明の中で申し上げましたとおり、障がい者医療並び

にひとり親医療に係る部分について２分の１、国庫負担金の減額分の２分の１を補填い

ただいております。一般会計、こちらからの繰入れに関しましては、町からの補填とい

う、町の施策として行っている子ども医療費助成制度に対する国庫負担金の減額措置で
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すので、この分につきまして、子ども医療費助成分を含めた形で一般会計のほうから補

填をさせていただいています。その子ども分につきましては、何年からというのはちょ

っと記憶にないんですけれども、ここ２、３年だと思うんですが、就学前のお子さんに

関しては減額措置をしないということで、その部分については減額措置、国のほうから

されていない、この点だけ申し添えさせていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○中村委員長 次に、認定第５号、令和３年度太子町介護保険特別会計歳入歳出決算認定

について、これを議題といたします。 

 歳入歳出を通して説明を受けたいと思います。 

 本件について、説明を求めます。 

○武部福祉介護課長 それでは、認定第５号、令和３年度太子町介護保険特別会計歳入歳

出決算認定について、附属説明資料並びに決算書に基づきまして、ご説明を申し上げま

す。 

 それでは、附属説明資料１頁をお開き願います。 

 １、決算の状況等でございます。令和３年度決算は、第８期事業計画の初年度の決算

となります。 

 ①決算の状況です。前年度に比べ、歳入で４.１％、歳出で１.７％の増となり、歳入

総額１３億２千２９１万７千３２１円、歳出総額１２億５千３４３万８千１６７円で、

歳入歳出差引額は６千９４７万９千１５４円となっております。この差引額には、国・

府負担金等の超過交付分が含まれていますので、次年度に精算、返還等の措置を行った

後、残金を準備基金に積み立てるものでございます。 

 中ほどにあります表は、歳入歳出の内訳を千円単位で示したものでございます。 

 表の上段、一番上、歳入総額が前年度より５千１５７万３千円増加した主な要因は、

第８期事業計画における介護保険料の増額によるもの及び介護給付費の増に伴う国・府

及び町の法定割合に基づく負担分の増などによるものでございます。 

 また、表の下段、歳出総額が前年度より２千１２１万３千円増加した主な要因は、各

種事業費の微妙な増額及び地域支援事業費の対前年度比７.８％の増は、主に介護相当

サービス費の増加によるもの、また、諸支出金の対前年度比１千８１８万１千円の増、

これは、国・府支出金等返還金の増などによるものでございます。 

 ②保険給付費の状況でございます。当会計歳出の約９割を占める保険給付費の状況で
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す。対前年度比０.３％減の１１億１千３８６万７千８３５円となりました。 

 下の棒グラフをご覧ください。保険給付費については、介護保険制度が始まりました

平成１２年度から増加傾向が続いている状況でございます。 

 次の２頁をお開き願います。 

 ③地域支援事業費の状況です。新しい総合事業を平成２９年度より開始し、５年目の

決算となります。 

 表の上段、介護予防・生活支援サービス事業費１千９１５万８千６７３円は、前年度

より４８２万５千６１３円、３３.７％の増となっております。増の主な要因は、介護

相当サービス費、訪問、通所の増などによるものでございます。 

 その２つ下、包括的支援事業・任意事業費４千４７７万６千８２円は、前年度より２

２０万７千７３７円、５.２％の増となっております。増の主な要因は、認知症総合支

援事業費の会計年度任用職員１名分の人件費の皆増によるものでございます。 

 次に、④基金残高の状況ですが、介護給付費準備基金の令和３年度末残高は、１億３

千２５４万９千５０２円となっております。 

 ⑤大阪府財政安定化基金からの借入れの状況ですが、新たな借入れは行っておりませ

ん。 

 ２、保険料、収納状況でございます。 

 表の列の中ほど、収納率は特別徴収は１００％で、普通徴収で９４.７％、滞納繰越

しで１５.２％、全体で９８.９％で、前年度より０.２ポイント高くなっております。 

 下の欄外、未収については、現年度分６１人、滞納繰越分が３０人となっており、今

後も収納対策に努めてまいります。 

 次の３頁、３、高齢者数及び認定者数の状況です。 

 ①高齢者数の状況ですが、表の列の中ほど、令和３年９月末の総人口が１万３千１０

８人、その下、６５歳以上の人口が３千９２５人、高齢化率が２９.９％と、事業計画

値よりも若干の増となっております。 

 ②要介護・要支援認定者数の状況です。表の列の中ほど、令和３年９月末で６５歳以

上の認定者数は６７３人、１７.１％となっています。 

 下の折れ線グラフは、年度末ごとの総人口、高齢者数、認定者数の推移を表したもの

でございます。一番下の丸印の線、総人口の減少が続く中、四角印線の高齢者数と三角

印線の認定者数は増加し続けております。今後も本町の高齢化が進むと推計されており
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ます。 

 次の４頁でございます。 

 ４、認定審査会、①認定審査会の状況でございます。本町及び河南町、千早赤阪村と

共同で設置している認定審査会の開催回数は年間で５０回、太子町の審査数は４７３件

となっております。前年度と比べますと、審査数が１０３件増加している要因といたし

ましては、令和２年度中に新型コロナウイルス感染症拡大防止を図る観点から、対面の

認定調査が困難な方については介護度をそのまま１２か月延長する措置を取っておりま

したが、一部の対象者につきましては、通常の調査が可能となったため、審査数が増加

しておる状況でございます。 

 ②２次判定変更状況でございます。この表は、調査員の７４項目の調査結果を基にコ

ンピュータによる介護に必要な時間を推計する１次判定と、１次判定の結果を基に主治

医意見書や特記事項などを加味し、認定審査会で決定された２次判定の介護度の比較を

表しております。介護度が高くなったケースでは３２件、軽度化が８件となっておりま

す。 

 ③更新認定の状況です。認定を受けていた方の更新前と更新後の介護度を比べたもの

でございます。 

 ④その他認定に関する状況でございます。認定の調査結果を３０日以内に出せるよう

に取り組んでおりますが、令和３年度につきましては、認定に要した平均日数が３４.

５日と、３０日以上かかっている状況となっております。主な要因は、主治医意見書の

回収に日数を要していることが影響しているというふうに考えております。認定審査の

行程につきましては、利用者からの認定申請を受け付けしまして１次判定を行い、主治

医意見書を添付して、認定審査会で審査を受けておりますが、主治医意見書を回収する

のに２７.８日で、前年度、２０.３日から比べると、７.５日程度、遅く回収している

状況となっております。遅くなっている要因といたしましては、やはりこのコロナによ

る主治医の業務多忙によるものも影響しているのかなというふうに考えております。 

 次の５頁、５、サービス利用状況における事業計画との比較でございます。 

 表は、左からサービスの項目、単位、令和３年度の計画値、令和３年度の実績値、令

和２年度の実績値で、一番右が計画比となっております。また、各年度の実績値は、年

間の総数を月平均に割り戻した数値としております。なお、各サービスの回数と日数は、

１か月当たりの総数を表記し、日数は１か月当たりの利用者数を表記しております。 
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 ①介護予防サービスは、要支援１、２の方が利用するサービスで、ここでの主なサー

ビスは、介護予防訪問看護や福祉用具の貸与となっております。 

 次に、②居宅サービスの状況です。サービスの中で最も利用されているものが、表の

一番上、訪問介護で月３千４０５回、前年度との比較では１６０回の増、対計画値は８

８.７％となっております。 

 続いて、２段下の訪問看護は月１千３６回、前年度比較では５８回の減、対計画比は

９１.６％。 

 続いて、３段下の通所介護が月１千７８９回、前年度比較では７８回の減、対計画比

は８９.５％となっております。 

 続いて、その下、通所リハビリテーションが月１３１回、前年度との比較では４回の

減、対計画比は２８.３％となっております。 

 続いて、その下、短期入所生活介護が月８０２日、前年度との比較では４９日の減、

対計画比１２４.９％となっております。 

 次の６頁でございます。 

 ③地域密着型サービスです。表の一番下、地域密着型通所介護は月３０１回、前年度

との比較では１０７回の増、対計画比３７１.６％となっております。増の主な要因は、

町内事業所、１事業所が令和２年１０月１日より事業所指定しておりますので、令和３

年度の実績としまして、利用回数及び利用人数も大幅に増えておる状況でございます。 

 ④施設サービスは、入所または入院して利用するサービスでございます。介護老人福

祉施設は計画６４人に対し実績が６４人、介護老人保健施設は計画３６人に対して２５

人となっております。また、介護療養型医療施設については、町内にはございません。 

 下の折れ線グラフは、施設サービス利用者数の推移を示したものです。各年度３月末

時点の利用者数を表記しております。 

 このようなサービスの状況を受けまして、７頁でございます。 

 ６、保険給付費の状況の①です。令和３年度の保険給付費の状況です。表の一番上、

給付費の半分弱を占める居宅サービス給付費が対計画比８８.８％、その下、地域密着

サービス給付費が対計画比８８.１％と計画より下回ったことから、表の一番下、サー

ビス給付費全体の合計は対計画比８９.９％となっております。 

 なお、下のグラフは上の表のサービス給付の割合をグラフ化したもので、居宅サービ

ス、地域密着型サービス、施設サービスの３つのサービスで８７.６％を占めておりま
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す。 

 次の８頁でございます。 

 表の上の折れ線グラフは、居宅サービス費のうち主なサービスについて、過去からの

推移を表しております。一番上の白の四角の線、通所介護の占める割合が一番大きく、

続いて、訪問介護、短期入所となっております。 

 ②居宅サービスにおける介護度別の対支給限度額比率でございます。サービス利用が

できる支給上限額に対して、どのくらいの利用をされているのかの平均値でございます。

全国的に要介護度が重度になるほど、利用率が高くなる傾向があります。 

 ９頁の③特定入所者介護サービス費の状況でございます。 

 施設サービス等の利用が困難とならないよう、居住費と食費について所得区分に応じ

た負担限度額を設定し、低所得者の方への負担軽減を行っております。非課税世帯の方

が対象となり、４つの負担段階区分の合計で９７人に給付しております。利用区分のそ

の他は、短期入所生活介護や地域密着型介護老人福祉施設の利用でございます。下の棒

グラフのとおり、第１段階から第３段階の利用者が大半を占めている状況でございます。 

 次の１０頁でございます。 

 ７、地域支援事業の状況です。 

 地域支援事業は、被保険者が要介護状態等となることを予防し、社会に参加しつつ、

地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とし、地域

における包括的な相談及び支援体制、多様な主体の参画による日常生活の支援体制、在

宅医療と介護の連携体制及び認知症高齢者への支援体制の構築等を一体的に推進するこ

ととしております。 

 各事業の説明につきましては、支出内容を含め、決算書に基づきご説明をさせていた

だきます。 

 それでは、決算書の２９４頁、２９５頁をお開き願います。 

 歳出からご説明をさせていただきます。 

 １款総務費、支出済額２千５４２万４千９２２円、１項総務管理費、１目一般管理費、

支出済額６６９万９千８３４円、一般管理事業１０４万７千６６８円は、介護保険事業

の執行に係る事務費で、被保険者証等の印刷代や郵便料などの経費でございます。 

 電算管理事業５６５万２千１６６円は、介護保険システムの保守やプログラム変更等

委託料並びにシステム機器の賃借料などの経費でございます。 
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 ２項徴収費、１目賦課徴収費、支出済額９４万１千１８１円。賦課徴収事業で介護保

険料の賦課徴収に係る事務費で、納付書等の印刷代や郵便料並びにコンビニ収納代行業

務委託料となってございます。 

 ３項認定審査会費、１目認定調査費、支出済額７５１万９千１５４円。認定調査等事

業で、要介護認定に係る費用として会計年度任用職員報酬や医師の意見書の作成手数料

などでございます。 

 ２９６、２９７頁でございます。 

 ４項計画推進費、１目計画推進費については、支出はございませんでした。 

 ５款認定審査会共同設置費、１目認定審査会共同設置費、支出済額１千２６万４千７

５３円。河南町、千早赤阪村と共同設置している認定審査会の経費で、令和２年度と令

和３年度は太子町が事務局となっております。本町で審査会を開催し、審査会委員の報

酬など必要経費を支出し、この経費を３町村で案分し、河南町、千早赤阪村から負担金

として歳入で受け入れております。 

 ２款保険給付費、支出済額１１億１千３８６万７千８３５円、１項介護サービス等諸

費、１目介護サービス等諸費、支出済額１１億１千３０３万５千９４０円。介護サービ

ス等給付事業１０億２千５８２万２千６４８円は、要介護１から５の方が対象となるサ

ービスで、居宅介護サービス給付費は、訪問介護、通所介護、短期入所生活介護などの

給付費でございます。居宅介護サービス計画給付費は、ケアプラン作成に係る給付費で

す。居宅介護住宅改修費は、手すりの取付けや段差解消などの改修への給付費です。居

宅介護福祉用具購入費は、ポータブルトイレ、入浴補助用具、簡易浴槽などが対象とな

っております。施設介護サービス給付費は、介護老人福祉施設や介護老人保健施設など

の給付費となっております。 

 ２９８、２９９頁でございます。 

 地域密着型介護サービス給付費は、地域密着型介護老人福祉施設や地域密着型通所介

護などの給付費でございます。 

 次の介護予防サービス等給付事業２千６６万６千４９１円は、要支援１、２の方が対

象となるサービスで、サービス給付費、サービス計画給付費、住宅改修費、福祉用具購

入費のそれぞれのサービス内容は、先ほどの居宅介護サービスと同様となっております。 

 高額介護サービス等事業２千６２８万６千９５９円は、同じ月に利用した介護サービ

スの自己負担が高額になった場合に、所得区分に応じて上限額を超えた分を支給するも
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ので、利用者負担の軽減を図るものでございます。 

 高額医療合算介護サービス等事業４８０万２８２円は、介護保険と医療保険の両制度

における自己負担額の合計が上限額を超えた部分を支給するものでございます。 

 特定入所者介護サービス等事業３千５４５万９千５６０円は、介護保険施設利用時の

食費や居住費について、低所得の方に上限を超えた部分について介護保険から給付を行

うものでございます。 

 ２目審査支払手数料、支出済額８３万１千８９５円。審査支払事業で、国民健康保険

団体連合会が行う審査支払業務に係る手数料でございます。 

 ３款地域支援事業費、支出済額７千４４２万２千２０９円、ここでは主な事業実績を

ご説明させていただきますが、各事業の計画に対する実施状況や前年度実績等につきま

しては、附属説明資料の１０頁、１１頁に記載しておりますので、よろしくお願いいた

します。 

 １項介護予防・生活支援サービス事業費、１目介護予防・生活支援サービス事業費、

支出済額１千９１５万８千６７３円、本事業費の対象は要支援１、２を含む介護予防・

生活支援サービス事業対象者です。 

 訪問介護相当サービス事業３０７万８千５４７円は、事業所が実施する介護サービス

に相当する訪問介護サービスで、延べ１６４人の利用がありました。 

 訪問型サービスＢ事業（住民主体による支援）１２万円は、住民主体の生活援助等サ

ービスを実施する団体、寿喜菜の会様への補助金で、サービス提供者１人当たり月２千

円で、サービス利用者は延べ１７３人でございます。 

 訪問型サービスＣ事業（短期集中予防サービス）１４２万５千４１０円は、保健や医

療の専門職が期間を設定し、集中的に訪問型サービスを提供するもので、延べ１７１人

に対しサービス提供を行いました。 

 訪問型サービスＤ事業（移送前後の生活支援）５３万１千６００円は、住民主体の移

動に係るサービスを実施する団体への補助金で、桜草クラブ、プラスワンサービス、寿

喜菜の会に対し補助しており、サービス利用事業者は延べ１千７７２人でございます。 

 ３００、３０１頁でございます。 

 通所介護相当サービス事業１千１３７万２千４円は、事業所が実施する介護サービス

に相当する通所介護サービスで、延べ４３０人の利用がありました。 

 通所型サービスＣ事業（短期集中予防サービス）１１１万９千３３６円は、作業療法
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士などの専門職による短期集中予防サービスで、保健センターで実施しております、生

き生きトレーニングに係る経費で、主に看護師賃金や作業療法士への報償費となってお

ります。計２４回実施し、参加人数は延べ２１１人でございます。なお、本事業参加者

の送迎は、プラスワンサービスが実施する訪問型サービスＤ事業により行っております。 

 介護予防ケアマネジメント事業１５１万１千７７６円は、介護予防・生活支援サービ

ス対象者のケアプラン作成に係る経費で、大阪府国民健康保険団体連合会に支払うもの

でございます。作成件数は、延べ３２２件となっております。 

 ２項一般介護予防事業費、１目一般介護予防事業費、支出済額１千４４万５千１９１

円、介護予防把握事業６５万４千８５円は、看護師によるふれんど訪問に係る経費で、

介護予防が必要な方を早期に把握し、必要な相談、指導を行うため、閉じ籠もりがちな

方３７人を対象に、延べ１２２回の訪問を行いました。 

 介護予防普及啓発事業４５万５千８１０円は、福祉センターの１階で実施しておりま

す、お達者トレーニングやお達者健康講座の実施に係る歯科衛生士、栄養士、看護師な

どの賃金や報償費となっております。 

 地域介護予防活動支援事業６００万２千２９６円は、３０２、３０３頁でございます。 

 元気ぐんぐんトレーニングの活動支援や高齢者交流サロンへの事業費補助で、閉じ籠

もりがちな高齢者を対象としたふれあい農園などに係る経費でございます。２５のグル

ープ、実３４２人の方が集会所等を利用し、トレーニングをされ、９か所の交流サロン

には延べ４千３５５人の方が参加されました。 

 また、サロン送迎委託料は、地域公共交通再編と連動した事業で、主に定時定路線の

バス事業により総合福祉センターへ行くことが困難な方への移動手段を確保するもので

ございます。 

 その他、ふれあい農園や男性高齢者の自主活動といたしまして、男のたまり場などへ

の参加人数は延べ１０７人でございました。 

 地域リハビリテーション活動支援事業３３３万３千円は、地域での介護予防に係る運

動指導士による支援事業で、元気ぐんぐんトレーニングや高齢者交流サロンなど、地域

リハ活動への支援を行いました。 

 ３項包括的支援事業・任意事業、支出済額４千４７７万６千８２円、１目総合相談事

業費、支出済額１千８８９万７千９８９円。総合相談事業１０１万５千７５５円は、地

域包括支援センター運営に係る社会福祉士の賃金や、休日・夜間の相談窓口業務の委託
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料などで、５２８件の一般総合相談、４件の休日・夜間総合相談がありました。 

 ２目権利擁護事業費、支出済額９万９千円。権利擁護事業で高齢者の虐待防止等に係

る支援事業委託料で、事前相談として身上監護等、身寄りのない人の施設入所契約や保

証人等の相談の６件のケースに対し、弁護士から３回の支援を受けました。 

 ３０４、３０５頁でございます。 

 ３目包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費、支出済額３万円。包括的・継続的

ケアマネジメント支援事業３万円は、河南町・太子町地域ケア担当者会議の講師謝礼で、

年２回開催しております。 

 ４目任意事業費、支出済額４４３万６０円、介護給付等費用適正化事業９２万６千９

７１円は、介護給付費通知書、ケアプラン点検や適正化システムの委託料に係る経費で、

１千２２５件の通知、町内３事業所を対象に１２件のケアプラン点検を行いました。 

 家族介護支援事業２３２万３千２５９円は、紙おむつ等の介護用品の給付で、５３人

の方に対し給付いたしました。 

 介護相談員等派遣事業９万９千１６０円は、介護相談員派遣に伴う報償費と研修負担

金などです。現在８名の方にご活躍いただいておりますが、令和３年度におきましては、

新型コロナウイルス感染症の影響により、訪問はできていない状況でございます。 

 成年後見制度利用支援事業３６４円は、事務的な郵便料のみで、助成対象となる方は

おられませんでした。 

 見守り訪問事業１０４万４千３０６円は、高齢者の見守りに係る各委託料で、食の自

立支援事業は対象者１１名、延べ１千６６３食分、乳酸飲料ヤクルトの配布による愛の

一声見守り訪問は、対象者１０人、延べ５９４件、緊急通報装置受信・相談業務は４５

件の実績となっております。 

 住宅改修支援事業２千円は、居宅のケアプランを立てていない１人の方の住宅改修理

由書作成に対し補助いたしました。 

 認知症サポーター等養成事業４万４千円は、認知症サポーター養成講座の企画、立案

及び実施を行うキャラバンメイトを養成するための啓発物品購入費でございます。 

 ５目在宅医療・介護連携推進事業費、支出済額２７３万１千５３３円。在宅医療・介

護連携推進事業で、３０６、３０７頁でございます。 

 本事業を含めた社会保障充実４事業の事務補助アルバイト職員の賃金と、富田林市、

太子町、河南町、千早赤阪村の１市２町１村と三師会との７者による医療介護ネットワ
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ーク推進会議により、取組を進めるための事業委託料となっております。 

 ６目生活支援体制整備事業費、支出済額８４１万２千３７０円。生活支援体制整備事

業で、ＳＡＳＡＥ 愛 太子協議会開催に係る経費をはじめ、生活支援コーディネーター

設置に係る委託料などでございます。 

 ７目認知症総合支援事業費、支出済額９７２万９３０円。認知症地域支援・ケア向上

事業４０３万４千８６６円は、地域包括支援センターに配置する認知症地域支援推進員

である社会福祉士の人件費。 

 ３０８、３０９頁をお開き願います。 

 また、認知症地域支援推進員の研修負担金でございます。 

 認知症初期集中支援推進事業４万円は、平成３０年４月に設置した認知症初期集中支

援チーム、通称オレンジチームの研修会負担金でございます。 

 ８目地域ケア会議推進事業費、支出済額４５万４千２００円。地域ケア会議推進事業

で、地域ケア会議開催に係る専門職の報奨費や派遣委託料となっております。事業実績

は、自立支援ケアマネジメント型の地域ケア会議を９回開催し、２６ケースを検討いた

しました。また、個別困難事例型の地域ケア会議を２回開催しております。 

 ４項その他諸費、１目審査支払手数料、支出済額４万２千２６３円、審査支払事業で、

国民健康保険団体連合会が行う審査支払業務に係る手数料です。 

 ４款基金積立金、１項基金積立金、１目介護給付費準備基金積立金、支出済額１千３

９３万９４１円。介護給付費準備基金積立事業で令和２年度決算の剰余金の積立てです。 

 ３１０、３１１頁でございます。 

 ５款公債費、１項公債費、１目利子、支出済額６千１１７円、一時借入金利子でござ

います。 

 ６款諸支出金、支出済額２千５７８万６千１４３円。１項償還金及び還付加算金、１

目第１号被保険者還付金、支出済額１２万４千８９０円は、転出や死亡時など、過年度

分の保険料分を還付いたしました。 

 ２目第１号被保険者還付加算金の支出はございませんでした。 

 ３目償還金、支出済額２千５６６万１千２５３円。国・府等支出金返還金で、国、府

等からの支出金の精算による返還金です。 

 以上で、歳出についての説明を終わります。 

 続きまして、２８８、２８９頁でございます。 
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 歳入の説明をさせていただきます。 

 １款保険料、１項介護保険料、１目第１号被保険者保険料、収入済額２億９千８７２

万４千４９０円。なお、不納欠損１０３万３１０円は、介護保険法第２００条第１項の

規定による２年間の請求権消滅のため、時効となったものでございます。 

 ２款分担金及び負担金、１項負担金、１目認定審査会共同設置負担金、収入済額６３

９万１千９４円は、認定審査会の共同設置に係る河南町と千早赤阪村の事務負担金の受

入れ分でございます。 

 ３款使用料及び手数料、１項手数料、２目督促手数料、収入済額２万５千６００円は、

３４９件の督促手数料となっております。 

 ４款国庫支出金、収入済額３億４８４万９千１１１円。１項国庫負担金、１目介護給

付費負担金、収入済額２億３千６０２万８千２５０円は、保険給付費に対する国からの

負担金です。 

 ２項国庫補助金、収入済額６千８８２万８６１円。１目調整交付金、収入済額３千５

５４万７千円は、普通調整交付金でございます。 

 ２目地域支援事業交付金、収入済額２千７６８万８６１円は、地域支援事業に対する

国からの交付金でございます。 

 ３目保険者機能強化推進交付金、収入済額２２８万９千円は、高齢者の自立支援、重

度化防止等に関する取組を支援するための交付金でございます。 

 ４目介護保険保険者努力支援交付金、収入済額２０７万８千円は、介護予防健康づく

り等に資する取組を支援するための交付金でございます。 

 ２９０、２９１頁でございます。 

 ５目介護保険事業費補助金、収入済額１０４万５千円は、システム整備に対するもの

でございます。 

 ７目災害等臨時特例補助金、収入済額１８万１千円は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、一定程度収入が下がった方に減免措置を行うことに対しての措置でござい

ます。 

 ５款支払基金交付金、１項支払基金交付金、収入済額３億１千５４３万６００円、１

目介護給付費交付金、収入済額３億４７５万６００円は、４０歳から６４歳の第２号被

保険者の保険料で、社会保険診療報酬支払基金からの交付金でございます。 

 ２目地域支援事業支援交付金、収入済額１千６８万円は、地域支援事業に対する支払
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基金からの交付金でございます。 

 ６款府支出金、収入済額１億７千２４５万８千６１６円。１項府負担金、１目介護給

付費負担金、収入済額１億５千８３４万３千２９３円は、保険給付費に対する大阪府か

らの負担金でございます。 

 ２項府補助金、１目地域支援事業交付金、収入済額１千４１１万５千３２３円は、地

域支援事業に対する大阪府からの交付金でございます。 

 ７款財産収入、１項財産運用収入、１目利子及び配当金、収入済額３万１千２６円は、

介護給付費準備基金積立金の利子となっております。 

 ８款繰入金、１項一般会計繰入金、収入済額１億８千５８８万２千１２６円。次の５

つの一般会計からの繰入金で、まず、１目介護給付費繰入金、収入済額１億３千９２３

万３千４７９円。２目地域支援事業繰入金、収入済額１千２３２万５千１５９円。３目

その他一般会計繰入金、収入済額１千７９６万３千３６５円。１節事務費等繰入金、収

入済額１千４０８万９千７０６円。 

 ２９２、２９３頁でございます。 

 ２節認定審査会共同設置繰入金、収入済額３８７万３千６５９円。４目低所得者保険

料軽減繰入金、収入済額１千６３６万１２３円となっております。 

 ２項基金繰入金、１目介護給付費準備基金からの繰入れは行っておりません。 

 ９款繰越金、１項繰越金、１目繰越金、収入済額３千９１１万８千６７８円は、令和

２年度からの繰越金となっております。 

 １０款諸収入、１項延滞金加算金及び過料、１目第１号被保険者延滞金、収入済額２

千２００円は、第１号被保険者延滞金でございます。 

 ３項雑入、１目第三者行為納付金、また、２目延納金は収入がございませんでした。 

 ３目雑入、収入済額３千７８０円は、要介護認定調査業務委託料１件分の収入となっ

ております。 

 以上で、ご説明を終わります。よろしくご審議の上、ご議決賜りますようよろしくお

願いいたします。 

○中村委員長 ただいま、歳入歳出の説明がありました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１３時の予定です。 

午前１１時５８分 休 憩 
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午後 １時００分 再 開 

○中村委員長 それでは、再開いたします。 

 ただいま歳入歳出の説明がありました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

○斧田副委員長 それでは、附属説明資料の２頁の保険料の収納についての内容について、

お願いしたいと思います。その中で、口座振替の状況についてというようなことですけ

れども、去年並びにその前の実績も併せてよろしくお願いします。 

○武部福祉介護課長 口座振替の収納の件数と収入額等につきましてですけれども、令和

３年度末の利用者数につきましては、実績として８１件、収納額につきましては、６１

万７千３０円となっております。普通徴収の収納率の大体２.７％ぐらいと、こういう

ふうな形になっております。令和２年度の実績では、８４件ということでした。令和３

年度は、前年に比べますと３件の減、収納金額では６１万７千６００円で、５７０円の

減額というふうな形になっております。今後も引き続き、本町ホームページはもとより、

介護保険関係書類等発送時に口座振替のご案内に関する書類を同封するなど、口座振替

を推し進めていきたいなというふうに考えております。 

 以上です。 

○斧田副委員長 これからも滞納というふうな形にならないための対策としても、振替を

進めていっていただけたらと思います。 

 それと、続いて３頁のほうなんですけれども、要介護認定者数の状況についてなんで

すけれども、何か大阪府下では要介護認定者数自身が減ってきている自治体があるとい

うふうな形を聞いておりますけれども、そこら辺の、本町の状況と併せて教えていただ

けたらと思います。 

○武部福祉介護課長 大阪府下では、要介護認定者数が減ってきている自治体があるとい

うふうには聞いておりますけれども、令和４年３月末現在の本町の認定者数、認定率に

つきましては、大阪府内で４１保険者のうち３９番目と低い状況であるということでご

ざいます。低い要因といたしましては、居宅サービスの充実などの関係はあるのかなあ

とは思いますけれども、例えば元気ぐんぐんトレーニングであったりとか、そういう運

動をはじめ、本町がこれまで取り組んできた介護予防事業等の成果が出ているのではな

いかなというふうに考えております。今後もサービス提供につきましては、利用者に本
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当に必要な支援は何なのかというようなことを見極めながら、一人ひとりの状況に合っ

た支援を、利用者の自己決定に基づきましてサービス提供を行っていきたいというふう

に考えております。 

 以上です。 

○斧田副委員長 ありがとうございます。コロナ禍の中で、やはりそこら辺の介護予防と

いうんですか、人が集まる場が中々取れないというふうな状況で、取組としたら非常に

厳しいかと思うんですけれども、そこら辺、太子町としては行政というか役場だけでは

なくって、社会福祉協議会とかとも連携をやられているというふうな形で聞いています

けれども、そこら辺、予算的な部分での計上等について教えていただけたらと思います。 

○武部福祉介護課長 実際に、介護保険の特別会計におきましては、社会福祉協議会とい

ろいろと委託料等々、締結しておる状況でございます。実際には、ちょっと細かい話に

なるんですけれども、決算書の３０３頁にあります、地域介護予防の活動支援事業中、

委託料といたしましてサロン送迎という委託料も組んでおります。決算額については３

２６万７千円となっております。また、同じく決算書の３０３頁につきまして、地域リ

ハビリテーション活動支援事業の委託料といたしまして、決算額３３３万３千円となっ

ております。実際に社協との連携といたしましては、この地域リハビリテーション活動

支援事業につきましては、地域での介護予防に係る運動指導士による支援事業というこ

とで、元気ぐんぐんトレーニングとか、あとは高齢者の交流サロンなど、地域リハ活動

について支援していくというふうな形の委託料となっております。 

 もう一つは、決算書の３０７頁にございます、生活支援の体制整備事業でございます。

この中でも生活支援のコーディネーターの委託料ということで、決算額ですけれども８

３１万２千６５０円となっております。この生活体制整備事業につきましても、やはり

重要な事業であるというふうに認識しております。単身とか、あとは夫婦のみの高齢者

世帯、あとは認知症の高齢者の方々が増加する中、医療とかあとは介護サービスだけで

はなくて、地域住民に身近な存在である我々行政が中心となりまして、生活支援のサー

ビスを担うような、様々な事業主体と連携しながら、多様な日常生活上の支援体制の充

実、強化と高齢者の社会参加の推進を一体的に図っていくということで、共に社協と連

携しながら事業を進めておる状況でございます。 

 以上です。 

○斧田副委員長 ありがとうございます。中々連携してやっていくというふうな部分、こ
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れからも大切だと思いますので、頑張っていただきたいなと思います。 

 続きましてなんですけれども、先ほどの附属説明資料の８頁なんですけれども、その

中で一番特徴的な事業内容というんですか、訪問介護と訪問看護ですか、ぱっと聞いた

だけでは分かりにくいので、事業内容というか、もう一度ちょっと教えていただけたら

なと思います。 

○武部福祉介護課長 ちょっと簡単に、ご説明のほうだけさせていただきます。訪問介護

につきましては、訪問介護員が利用者の自宅を訪問して、入浴とかあとは排せつ、食事

などの介護、それと、調理であったりとか洗濯、掃除などの家事を提供するものである

というふうになってございます。それと、あと訪問看護なんですけれども、これにつき

ましては、疾病であったりとかけがによって、これも居宅において継続して療養を受け

る状態にある方に対しまして、これも居宅でございますが、居宅において看護師等が行

う療養上の世話、または必要な診療の補助というふうな内容でございます。 

 以上です。 

○斧田副委員長 あと、高齢化でマスコミとか新聞とかニュースで聞くような悲惨な事例

として、孤独死であったりとか孤立死という事例のものが入ってくるんですけれども、

そこら辺、太子町の状態としたらどのような。 

○武部福祉介護課長 実際に去年、令和３年度も１件、それと今年に入りまして１件、孤

独死されているというふうなことで通報をいただいております。我々としましても、社

会福祉協議会において、ちょっと話はずれるかもわかりませんけれども、地域の支え合

いマップというのもいろいろと住民さんも来ていただいて作成している状況でございま

す。例えば各町会ごとに、どこに独居老人、また例えば高齢者世帯が住んでいるのかと

いう把握もできるマップを作製したりしております。このようなマップを活用しながら、

見守り活動につなげておりますけれども、しかしながら、残念なことに、先ほども申し

ましたように孤独死されるというふうな状況でございます。 

 今後も引き続き、民生委員、それと社会福祉協議会はもとより、今、自治会と連携し

ながら、こういった見守りの活動を続けていきたいなというふうに考えておる状況でご

ざいます。 

 以上です。 

○斧田副委員長 ありがとうございます。非常にやっぱり厳しい問題なんですけれども、

先ほどから事業説明でもありました、この新しい総合事業であったりとか、あと包括的
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支援事業というふうなものをどんどんこれからも地域と共に進めていくような形で、取

り組んでいただけたらなあと思っています。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

○村井委員 今、斧田委員の質問に関連することなんですけれども、やっぱり今、太子町

役場は特に福祉介護課職員中心に、高齢介護制度というところのことですごくコロナ禍

の中で大変な業務を遂行されているかと思うんです。やっぱりそういうところで考えて

いくと、やっぱり社会福祉協議会、地域の民生委員の役も担っていただいている皆さん、

ほか関係団体も連携して運営というのは扱わないとあかんと思うんです。今のご答弁も

あったと思うんです。ちょっと私、その言葉と姿勢といったところの乖離があるのか、

皆さんが非常に日常の業務に追われてそういうところまで気づいていないか分からない

んですけど、太子町のホームページ、今の質問で社会福祉協議会のホームページを開き

たいなと思って、役場組織ではないので、そういうところの情報を得たいなと思っても、

この部署から探すで、福祉介護課のところに入っていったら、社会福祉協議会が出てく

るんですけどね。住民さんでホームページからいろいろ調べ事をしたいときに、部署っ

て中々分からないんですよ。あれは何部の、あれ何課のどこやねんなと。あれ保健セン

ターと違うのかみたいな。やっぱりそういうところの、せっかく今、計画から地図から

一生懸命作ったのに、住民さんにどう知らせるかといったところですね。やっぱりちょ

っと工夫したほうが。せっかくこれを活用してもらって、ちょっとでも介護の運営とい

うのを、皆さんで共通認識を持って乗り切っていきたいというのが正直だと思うんです。

だけど、やっぱりそういう姿勢のちょっとしたことなんですけど、そういうところが。

だから、福祉介護課の中でも決算状況もホームページに載っていますわ。平成２９年介

護保険の運営状況、更新日２０１８年１２月３日。まだこれ、今の段階で平成２９年の

決算状況が載っておるんですよ。やっぱそういうところから、住民さんに何を見てもら

って、どういうところに皆さんご協力をお願いしますよというところ、こういう制度が

ありますから活用してくださいよというところ、もうちょっと工夫されたほうがいいか

と思いますので、その辺ちょっとお答えいただけますか。 

○子安健康福祉部長 村井委員からご指摘いただきました点、福祉介護課でありますとか、

社会福祉協議会を例に挙げてご指摘いただいたと思います。また、ホームページの更新

であるとか組立てにつきまして、かねてからご指摘をいただいているところでもござい

ます。中々更新の際に、全体を見渡して、もちろん更新する職員については分かりやす
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くというところを心がけてはやっているかとは思うんですけれども、そのパーツ、パー

ツを更新をかけていく中で、最終的にはどこにあるのか分からへんというようなことに

もなっているかなというふうに考えております。今、ご指摘いただきました点も含めま

して、改めてホームページにつきましては点検し、より分かりやすい形でご案内できる

ような形で、点検を進めたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○村井委員 確かに高齢者というところになると、ホームページ、ネットというのは中々

不慣れで利用されないかもだけれども、ほかにも広報紙とかいうところでも案内されて

いるのもありますけれども、やっぱりこれからデジタル社会で、こういうところの情報

ツールといったところを発信して、というのはやっぱりそういうところの介護保険制度

のことで状況をよく知っていただくとか、制度内容をよく知っていただく、そこがやっ

ぱり全て始まりやと思うんです。やっぱりそういうところの工夫、また努力も引き続き

やっていただきますようにお願いしておきます。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

○嚨本（博）委員 少し教えていただきたいんですが、令和３年度中に介護保険に関する、

住民さんから苦情等、払えない、払いたくないという方もおられるか分かりませんが、

そういう不服審査請求がどれだけあったか、ちょっと教えていただけますか。 

○武部福祉介護課長 苦情と、あとは不服審査の件でございますけれども、まずは令和３

年度に寄せられた苦情につきましては、特に目立った深刻なものはございませんでした。

また、令和２年度及び令和３年度も審査請求はございませんでした。ただ、直近では平

成３１年度に１件、審査請求がございました。内容ですけれども、年金から介護保険料

を天引きすることが違法ではないのかという旨の請求でございましたが、その後、本件

の審査請求は棄却するという旨の弁明も行いまして、結果として大阪府の介護保険審査

会におきましても、本件の審査請求は棄却するという裁決をいただいておる状況でござ

います。 

○嚨本（博）委員 ありがとうございました。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

○西田委員 介護保険料は高いというところなんですけれども、改めて、第８期太子町の

介護保険料は府内何番目でしたっけ。 

○武部福祉介護課長 第８期の事業計画、令和３年から令和５年ですが、介護保険料の基
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準額で、府内４１保険者のうち、高いほうから１０番目というふうな形になっておりま

す。 

○西田委員 本当に高くて、大阪が施設もたくさんありますから、大都市はどうしてもそ

うなるんですけれども、全国でも大阪が高くて、その大阪の中の４１で１０番目という

ことで、太子町はとても高いんですけど、先ほど斧田委員の質問の中で、認定者数は少

ないんですという話があったんですけれども、認定者数が少なかったら、介護保険にか

かっている人は少なくて、下がりそうな気もするんですけれども。ということは、認定

された人の介護度は割に高いということなんでしょうか。 

○武部福祉介護課長 介護度につきましては、本町につきましては高いほうだというふう

になっております。 

○西田委員 それでいったら、附属説明資料の６頁かな。どうしても介護度が高いという

のもありますけど、施設入所者が多くなると高くなるという感じになるではないですか。

これでいったら、介護老人保健施設がえらく下がっているように思うんですけれども、

これはどういう加減なんですか。 

○武部福祉介護課長 ご指摘のとおり、介護老人保健施設が令和３年度、がくんと減って

いるという形になっております。これにつきましては、令和４年１月でしたか、町内の

介護老人保健施設にて発生しましたコロナの集団感染の影響によりまして、新規の利用

者を受け入れることができなかったということが主な要因であるかというふうに考えて

おります。 

○西田委員 集団感染で、介護施設で受けたいと思っていた住民さんが受けられないよう

になったり、それだけがたっと減るということは、施設の経営でしんどくなったりとか、

こういうことはないんでしょうか。 

○武部福祉介護課長 各種サービスの利用は、この新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、利用できなかった方につきましては、介護度に応じた身体の状況が悪化していると

いうことは特にないのかなというふうには考えておりますけれども、実際に経営困難に

陥った施設ということにつきましては、そういう事業所はないというふうに聞いており

ます。 

 それと、コロナの集団感染によって、先ほど言いましたように新規の利用者の受入れ

ができなかった施設はもちろんございますけれども、例えばコロナの影響によって介護

難民となる高齢者も特になかったというふうに聞いております。また、昨年度との比較
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では、地域支援事業中の各種サービスであったりとか、あと介護予防事業でやはり利用

人数や実施回数等、増減が見受けられる状況なんですけれども、各施設、事業所におき

ましても、引き続き感染対策を十分取りながら、施設の運営に努めていただいていると

ころでございます。 

○西田委員 介護を受けようと思っても、認定してもらったら、あなたは２です、３です

よと言ってもらって、では行こうと思ったときにコロナで行き先がなくなるとかであっ

たら、本当に介護保険料を払っているのに、受けたいサービスが受けられなくなるとい

うことになるではないですか。そういうことにならんように、介護施設なんかはＰＣＲ

検査、大阪府は手放したかな、定期的にちゃんと国や府がお金を出してくれてできるよ

うにするとか、職員さんがかかっちゃったときに、職員が足らんから閉めなあかんみた

いなことがないように、ちゃんとそういう手当てをしてもらわんと。引き続き、行こう

と思ったら行ける施設がやっぱり必要なので、そこは国にもっとちゃんとしっかり介護

を受けようというんだから、身体的にしんどいことを持っている人がいらっしゃるんだ

から、そこは難民をつくらんように、今はないと言いはったけど、難民をつくらんよう

に、それは府にいろいろ声を上げていってください。よろしくお願いします。 

 それと、何で基金を全部使ってくれへんかったんやというのは散々言って、１億円も

残さんでいいやんと言いながら、ようさん残しはって、それでいくと、これも附属説明

資料かな、２頁の、今、基金は更に積み増して潤沢になっているということですか。 

○武部福祉介護課長 基金につきましては、積み上がっているという状況にはなるんです

けれども、実際にこの令和３年度の決算につきましては、６千９４７万９千円の黒字と

いうふうな形にはなっておるんですけれども、実際に令和３年度におきましては、やっ

ぱり先ほども言いました新型コロナウイルス感染症の影響によりまして、高齢者施設で

のクラスター発生により受入れを拒否せざるを得ない施設、また各種サービスにおいて

も、感染拡大を防ぐため新規受入利用者を制限するなど、苦渋の決断をされている事業

所もございます。このような状況の中、サービスに直結する介護給付費が前年度比マイ

ナス０.３％というふうなことで、平成２８年度以来、マイナスの表記となっておる状

況でございます。基金もそうですが、この黒字につきましても、やはりそういった影響

もございまして、６千９４７万円の黒字というふうな形で、令和３年度は決算となって

おります。 

 以上です。 
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○西田委員 やっぱり、それで使えなかったから残って、残ったら基金やから、基金と言

うのはたまっていきますよね。お願いしたいのは、言っているのは、年度途中でも、３

年の途中でも、２億円、３億円まで膨らみませんけど、そんだけためる必要がないから、

言いましたように、藤井寺市が途中で下げたみたいに、それこそ増えたら本当に住民さ

ん大変ではないですか、コロナの中で。途中で下げてくれるとか、中々それが難しいの

であったら、少なくとも次期９期のときに、将来的にとか言わずに、主に積みあがった

基金は保険料引下げに使うのだということは、ちょっと頭に入れといていただきたいん

ですけれども。いえいえ、やっぱり３分の１ぐらいは残していかなあかんとずっと思っ

ているのか、そこら辺ちょっとお聞かせ願えますか。 

○武部福祉介護課長 計画期間中の保険料引下げにつきましてですけれども、令和４年３

月末現在で高齢化率が３０％というような状況になっておりまして、今後も引き続き高

齢化率が進行していくことが予想されております。第１号被保険者１人当たりの給付費

もやはり年々増加を続けております。第８期計画につきましては、以前の議会でもご答

弁させていただいているとおりなんですが、団塊の世代が７５歳以上となる令和７年、

それと団塊ジュニア世代が６５歳以上となる令和２２年を見据えた中長期的な計画とな

っております。ただ、その中、介護保険事業計画につきましては、３年を１期として介

護保険サービス及び地域支援事業を円滑に実施することを目標に設定しまして、各種事

業を安定的に実施することから、計画期間中の保険料引下げにつきましては考えており

ません。ただ、しかしながら、第９期事業計画策定時期においては、国の基本指針であ

ったりとか、また、上位計画であります太子町の総合計画を基に、また、社会情勢を勘

案しつつ、先ほどありました準備基金につきましても有効に活用しまして、保険料の設

定を行っていきたいというふうには考えておる状況でございます。 

 以上です。 

○西田委員 本当にもう貯めるのが仕事ではないと思うので、それをちょっと頭に入れて、

走りながらも第９期も考えていかなあかんと思うので、お願いします。それから何より、

そうやって努力してというのはあるんやけれども、もう基準額が６千円を超えて、これ

であったら７千円になろうかという介護保険の在り方そのものがひど過ぎると思います

ので、これも市町村の努力やなくて、国がどれだけ介護難民をつくらずに、みんな保険

料を取っているのだから、安心してサービスを受けられるのか、そのことは国がもっと

もっと責任を持ってやってもらわなあかんので、本当にいろんなこと、末端はこんだけ



－２１７－ 

困っているんやという声は確実に上に上げていっていただくようにお願いしておきます。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、質疑を終わります。 

 討論に入ります。 

 討論ございませんか。 

○西田委員 認定第５号、令和３年度太子町介護保険特別会計歳入歳出決算認定について、

反対の立場で討論を行います。 

 ２０００年度にスタートした介護保険制度は、社会で支える介護を掲げて導入されま

したが、実際には要介護度に応じてサービス内容や支給額が制限されるなど、スタート

当初から保険あって介護なしと言われてきました。更に、自公政権の社会保障費削減路

線の下、サービス取上げや負担増の改悪が繰り返され、介護保険だけで在宅生活を維持

できない状況はますます深刻化しています。給付削減の改悪は、利用者家族を苦しめる

と共に、国民の不信を高め、制度の存続基盤を危うくしています。そこに、コロナ感染

症が襲いかかっています。コロナ危機は、日本の公的介護制度の弱点と矛盾を浮き彫り

にしました。新型コロナ感染症の感染拡大を受け、訪問介護や通所介護では深刻な利用

抑制が起こり、介護事業者が大幅な減収に見舞われました。感染防護に向けた現場の必

死の努力にもかかわらず、全国各地の介護・福祉施設でクラスターが発生し、多くの利

用者、従事者が深刻な被害にさらされました。 

 元々、介護の現場では職員が低処遇、長時間労働、人手不足が大問題となっていまし

たが、コロナ危機で職員の過重労働は一層過酷なものとなりました。現場の疲弊は極限

に達し、介護従事者のコロナ離職も相次いで、介護事業所の倒産、休廃業、解散も過去

最多水準となっています。政府はコロナで経営難となっている事業所への救済策として、

通所介護、ショートステイなどの報酬を加算しましたが、この結果、利用者が負担する

１から３割の利用料も引き上がる事態が起こりました。高齢者の３人に２人は住民税非

課税です。年金天引きで徴収されている６５歳以上の介護保険料の負担が生活圧迫の大

きな要因になっています。高齢者本人や家族の貧困が深刻化する中、保険料が天引きの

対象とならない年金イコール月１.５万円以下の人の保険料滞納が今、急増しています。

家族の介護のために仕事を辞める介護離職は、年間１０万人に上り、介護をめぐる問題

は高齢者はもちろん、現役世代にとっても重大な不安要因となっています。高齢者の貧
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困、孤立が進行する中、６５歳以上の孤立死、孤独死は年間２万人に上ると推計され、

介護を苦にした殺人、心中など、痛ましい事件も各地で起こっています。介護難民、老

人漂流社会と呼ぶ状況も広がっています。コロナ危機は、介護、医療、福祉など、人間

の命を守るケアの重要性を明らかにし、それを粗末に扱う政治がいかに有害であるかを

浮き彫りにしました。 

 ２０２１年度からスタートした第８期で、介護保険料は全国平均で６千１４円となり、

前期に比べて２.５％上昇し、その中でも大阪は沖縄と同額の全国一高い保険料となっ

ています。その大阪府内で、太子町の保険料は１０位と高額になっていることは、大き

な住民負担となっています。令和３年度は、基金を積み増す結果になっています。基金

を使って保険料引下げを求めます。 

 自助、自己責任や小さな政府の名で社会保障を切り捨てる新自由主義の政治を終わら

せて、ケアを支える政治、自公政権が進める介護切捨ての改悪を中止、撤回し、現役世

代も高齢者も安心できる公的介護制度を求めて、反対の討論といたします。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

○斧田副委員長 認定第５号、令和３年度太子町介護保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて、賛成の立場で討論を行います。 

 本介護保険特別会計では、介護保険法に基づく各種保険給付を通じて、被保険者の要

介護状態に応じた必要な介護サービスの提供を行っております。また、平成２９年度か

ら開始している新しい総合事業や包括的支援事業などを中心に、被保険者が要介護状態

になることを予防し、社会に参加しつつ、住み慣れた地域で自立した日常生活を営むこ

とができるよう支援することを目的とした地域支援事業を継続的に実施しております。

令和３年度は、第８期介護保険事業計画の初年度であり、新型コロナウイルス感染症の

影響などにより、計画値を下回っている状況でもある中、事業運営につきましては、適

正な保険給付に努めており、その財源となる保険料の徴収及び保険給付実績に基づく

国・府支払基金、町のそれぞれの負担割合による歳入についても適切に行われておりま

す。また、地域包括ケアシステムの構築に向け、総合事業における多様なサービスの充

実をはじめ、包括的支援事業なども積極的に展開されており、一定の評価ができるもの

であります。 

 以上により、本決算の認定に賛成いたします。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 
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（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、討論を終わります。 

 採決いたします。 

 認定第５号を原案どおり認定することに賛成の方の起立を求めます。 

（起立６名・反対２名） 

○中村委員長 起立が６名、反対２名、賛成多数でございます。 

 よって、認定第５号、令和３年度太子町介護保険特別会計歳入歳出決算認定について

は、認定することに決しました。 

 次に、認定第６号、令和３年度太子町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につ

いて、これを議題といたします。 

 歳入歳出を通して、説明を受けたいと思います。 

 本件について、説明を求めます。 

○松岡保険医療課長 それでは、認定第６号、令和３年度太子町後期高齢者医療特別会計

歳入歳出決算につきまして、内容のご説明を申し上げます。 

 それでは、まず、附属説明資料をお願いします。 

 １頁になります。歳入からご説明申し上げます。 

 歳入合計２億３千４２万１千円で、前年度と比べて４９０万６千円、２.２％の増と

なっております。 

 まず、保険料ですが、１億８千４６２万４千円。これは、被保険者数の増加に伴い、

前年度と比べて３９７万３千円、２.２％の増となっております。 

 次に、一般会計繰入金ですが、３千８８０万２千円で、対前年度比３２万７千円、０.

８％の増となっております。増の要因としましては、印刷製本費に係る事務費などで２

３万２千円、６.６％、また、保険基盤安定繰入金では、前年度と比べて９万５千円、

０.３％の増となっております。 

 また、諸収入につきましては、広域連合から被保険者への保険料の還付に伴う加算金

を国に係る収入をしております。 

 次に、国庫補助金は、令和２年度に実施した電算システムの改修に対する補助金の減

に伴い皆減となっております。 

 次に、歳出でございます。 

 歳出合計２億２千３４６万４千円で、対前年度比４９３万１千円、２.３％の増とな
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っております。総務費でございますが、一般管理費では、令和２年度に行った電算のシ

ステム改修委託料などの減に伴い、対前年度比１６万３千円、６.７％減の２２８万８

千円となっております。一方、徴収費は印刷製本費などの経費の増加により、前年度比

１８万７千円、１４.６％増の１４６万６千円となり、総務費全体では２万４千円、０.

６％増の３７５万４千円となっております。 

 続きまして、広域連合納付金ですが、前年度と比べまして５０６万８千円、２.４％

増の２億１千９４７万９千円となっております。これは被保険者数の増加に伴い、保険

料収入が増加したことによるものとなっております。 

 また、この広域連合納付金の財源につきましては、納付していただきました保険料に

加えて、一般会計からの保険基盤安定繰入金で賄っております。 

 なお、歳入歳出差引額は６９５万７千円の黒字となっております。これは保険料の３

月収納分相当額であり、令和４年度に繰り越し、広域連合納付金として納付する財源で

ございます。 

 次に、２頁でございます。 

 ２の被保険者数の状況ですが、令和３年度末時点でございますが、１千９９３人で、

前年度より５１人、２.６％の増加となっております。 

 ３の保険料収納状況ですが、収納率のうち年金からの特別徴収は１００％、普通徴収

の現年度分は９９.８％、特別徴収と普通徴収の両方を合わせた現年度合計で９９.９％

の収納率となっております。 

 また、表の中央の列、還付未済額３２万９千７３２円につきましては、保険料収納後

に異動や死亡等によりまして保険料の還付が発生しますが、その年度内に処理ができな

かった分を計上しております。右隣の不納欠損額４万２千１７４円は、被保険者の死亡

や生活保護開始などにより欠損処理をしております。 

 ４の保険料の賦課状況ですが、まず、（１）保険料賦課料率等及び賦課限度額につき

ましては２年に１度の改定でございますので、令和３年度は令和２年度と同じく、均等

割が５万４千１１１円、所得割が１０.５２％、賦課限度額につきましては６４万円と

なっております。 

 次に、（２）保険料軽減の状況ですが、政令軽減の７割、５割、２割に加えて、被用

者保険の旧被扶養者を加えた合計で、前年度に比べ１２人増で、全体の５８.８％の方

が軽減を受けているという状況にございます。また、軽減後の１人当たりの保険料は、
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本算定時点で９万６千６８９円となります。 

 以上で、附属説明資料の説明を終わらせていただきます。 

 続きまして、決算書をお願いいたします。 

 歳出からご説明申し上げます。決算書の３３０頁、３３１頁になります。 

 １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費、支出済額２２８万８千３２２円は、

被保険者証や限度額認定証の郵送料、電算システムに係る自治体クラウド利用料となっ

ております。 

 ２項徴収費、１目徴収費、支出済額１４６万５千６７４円は、納入通知書や督促状等

の印刷代及び郵送料のほか、納入通知書や保険料の納付確認書の作成及び封入封緘作業

等の業務委託料となっております。 

 ２款広域連合納付金、１項広域連合納付金、１目広域連合納付金、支出済額２億１千

９４７万９千１２５円は、保険料及び保険料の軽減分である保険基盤安定繰入金を広域

連合へ納付しております。 

 次に、３款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目保険料還付金、支出済額２２

万９千６３５円は、過年度分の保険料に係る還付金でございます。 

 また、２目還付加算金は、１件１千５００円を支出しており、歳入である５款の諸収

入で広域連合から補填されております。 

 歳出の説明につきましては、以上でございます。 

 次に、歳入でございます。３２８頁、３２９頁になります。 

 １款後期高齢者医療保険料、１項後期高齢者医療保険料、１目特別徴収保険料、収入

済額１億７７５万８千４８１円となっております。２目普通徴収保険料、１節現年度分、

収入済額７千６７２万８千１１４円、２節滞納繰越分、収入済額１３万７千４０５円と

なっております。 

 続きまして、２款使用料及び手数料、１項手数料、１目督促手数料、収入済額１万２

千３００円となっております。 

 次に、３款繰入金、１項一般会計繰入金、１目事務費繰入金、収入済額３７４万１千

６９６円は、歳出の総務費に充当しております。 

 ２目保険基盤安定繰入金、収入済額３千５０６万３１８円は、政令軽減を受けている

１千１７１人分の保険料軽減額を一般会計から繰り入れるものでございます。 

 ４款繰越金、１項繰越金、１目繰越金、収入済額６９８万１千８４３円は、令和２年
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度からの繰越金でございます。 

 ５款諸収入、２項雑入、１目雑入、収入済額１千５００円は、広域連合より収入があ

った保険料還付に係る加算金保険金でございます。 

 令和３年度太子町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の説明につきましては、以上

でございます。何とぞよろしくご審議の上、ご認定賜りますようよろしくお願申し上げ

ます。 

 以上でございます。 

○中村委員長 ただいま、歳入歳出の説明がありました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございませんか。 

○西田委員 大阪府の後期の保険料、これは全国で何番目になりますか。 

○松岡保険医療課長 大阪府の１人当たりの保険料は全国で何番目ということございます。

今、手元にございますのは、令和３年度の状況ということで、大阪府の１人当たりの保

険料につきましては８万７千４３２円ということでございます。全国ベースでいくと、

東京、神奈川、愛知に次いで４番目という状況となってございます。 

○西田委員 大阪に住むだけで、こんだけ全てが高いというのは、本当に悲しい話なんで

すけれども、あらゆるこういう納める社会保障もお金が高いということだと思います。

それに加えて、国はこの１０月から窓口負担を２割にするということなんですけれども、

一定所得の人ですよ、そんな困っている人は大丈夫ですよみたいに言うんですけれども、

今でも軽減がかかっている方が５８.８％いて、その残りの人ではないですか。太子町

でこの計算ができていたら教えてもらいたいんですが、窓口負担が２割になる人は１千

９９３人かな。何人ぐらいが２割負担になるんですか。 

○松岡保険医療課長 １千９百何人というのは、令和３年度中の年度末の数字ですけれど

も、現在、手持ちで資料として持っておりますのは、今回、この１０月からの２割負担

になる方について、もう既に数字が分かっておりますので、その人数等々について、お

答えさせていただきます。この１０月に更新される後期高齢者被保険者のそもそもの人

数につきましては、全体で２千５２名。そのうち、２割負担につきましては４８７名と

いうことでございます。全体の２４％を占めているという状況にございます。 

 以上です。 

○西田委員 ちょっと数字が変わるけれども、これは令和３年度やけど、半分以上、軽減

がかかっていて、制度全体の中の２４％は２割負担というたら、この２割負担になる基
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準ってありましたよね。所得がとか、大体どれぐらいの方が２割になったんですか。 

○松岡保険医療課長 ２割負担の、一応基準なんですけれども、単身で収入２００万円、

後期高齢者医療、お二人、ご夫婦でおられる場合につきましては、３２０万円が基準と

なっています。 

 以上です。 

○西田委員 決してこの金額で生活するのは楽ではないと思うんです。普通だったらいい

んですけど、そこにまた医療にかかって、介護もかかってということになると、中々大

変な値上げになると思うんですけれども、本当に簡単に１割から２割、私らは３割払っ

ているのだから、それに比べたらということになるかもしれませんけれども、今の２倍、

窓口で取られるということでは、心配になりませんか。やっぱり医療控えが起こるんで

はないかなとか、そういう心配はないでしょうか。 

○松岡保険医療課長 医療控えがないかどうかということから、まず回答させていただき

ます。医療控えにつきましては、医療費等々、昨年度と見ますと、昨年度は４３市町村

中、最下位の医療費でした。つまり、医療控えがあったということなんですけれども。

すみません。平成３１年度の数字になります。令和２年度につきましては、府内で一番

最後の４３市町村目ではなく、４番手ぐらい順位が上がっていますので、府内で４０位

になっています。そのような中で、一応鑑みると、受診控え自体は何というんですか、

社会の状況にもよりますけど、今のところ、必要な方は医療を受けていられるのかなと

は思います。 

 それに加えて、医療控え、つまり２割負担になると、自己負担が２倍になるわけであ

って、当然そのまま、２割負担を、いろんな病院にかかられると莫大な自己負担になっ

てしまうということもございまして、今のところ当面の間、月３千円の上限が設けられ

ています。３千円の上限を超えた分を窓口に来て償還払いするのかというところなんで

すけれども、そうではなくて、これから広域連合のほうから発送されますが、既に高額

療養費等々で口座指定をされている人を除き、それ以外の方に３千円を超えた分につい

て自動償還ができるように、広域連合のほうから案内と口座の指定の文書が送られると

いう手はずになっております。 

 以上です。 

○西田委員 そうやって制度を改悪するときは、少し緩やかなことをつくって、だってそ

うですよね。後期は、もっと軽減策があったではないですか、困った人に。もうそれが
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何年かたてばなくなっちゃうことなので、導入時はいろいろ言いますけれども、やっぱ

り制度としては、住民さんとしてはしんどくなる制度であることには変わりがないと思

います。 

 介護保険がどうしてこんなにと言われるのは、介護保険がこんな高いのを払っていて

も、介護にかからなくって亡くなる方ってほとんどではないですか。そやから掛け捨て

みたいな感じで、もやもやするのがあるんですけれども、医療はやっぱり、医療保険に

入っているから、安く病院かかれるという意味で、皆さんが使うからねというのが片一

方であるんやけれども、このコロナで医療にかかりたくてもかかれない状況が生まれた

ではないですか。救急車を呼んでも運んでくれへんし、それは自宅療養でと。その自宅

療養で高齢者だけでなくて、若い方が亡くなるような状況になっているではないですか。

ですから、お金を取って、その分、そしたら医療の状況、病院を増やすとか、高齢者が

入りやすくするとか、高齢者はすぐ病院から出ていけと追い出すとか、そういうことが

なくなるみたいな、片方で負担増になるけど、医療の現場ではようなりますというよう

なことがあるんでしょうか。 

○松岡保険医療課長 医療が受けられない状況を踏まえますと、それに対しての考え方と

いう回答なんですけれども、実際のところ、先ほど説明をさせていただいたとおり、受

診控え自体はないのかなというふうに考えています。ただ、状況によっては、また医療

機関が受入れをしてもらえないというような状況も発生することも考えられます。この

ような状況にならないように、やはり大阪府もしくは府内市町村、あと全国の市町村、

国も含め、医療が受けられない状況について解消はできるような仕組みを構築してもら

えるよう要望はさせていただきます。 

○子安健康福祉部長 今回の２割負担については、何かサービスが上がるのかというご質

問でございます。かねてからこの２割負担というのは、国においても話題に上がってい

た制度改正でございます。その過程においては、我々市町村も広域連合を通じて据置き

といったところの要望なんかをさせていただいている経過がございます。 

 この２割負担につきましては、２割負担とする目的といいますか、趣旨につきまして

は、後期高齢者医療制度に関しましては、後期以外の、我々が運営しております国保あ

るいは社会保険なんかを通じて、支援金という形で支援をさせていただいています。そ

ういった意味で、後期だけで運営しているものではなくして、我々現役世代も負担しつ

つ、制度運営をしているという状況がございます。そういった中で、将来的に持続可能
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な制度とするため、また世代間負担の公平性、こういったところから全世代にご理解い

ただけるような制度とするために、一定程度、高齢者の方にもご負担いただきたいとい

ったところを考慮した上で、２割負担という制度として、今回見直しされたということ

になっております。 

 以上です。 

○西田委員 １０月が来ていないので、まだ誰も２割を払っていないので、受診控えがこ

の後どうなるかというのは、追いかけて見ていただきたいと思いますし、本当に現役世

代の負担軽減だというようなことなので、何ぼ負担軽減やと言うたら３０円でしたっけ、

そんな僅かなために、高齢者からお金を取るのはどうなんやということでは、国でも府

でも回って、共産党は反対させてもらったんですけれども、本当に安心してかかれる医

療であってほしいと思っております。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、質疑を終わります。 

 討論に入ります。討論ございませんか。 

 討論を許します。 

○西田委員 認定第６号、令和３年度太子町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定に

ついて、反対の立場で討論を行います。 

 後期高齢者医療制度は、国民を年齢で区切り、高齢者を別枠の医療保険に強制的に囲

い込んで負担増と差別医療を押し付ける稀代の悪法です。２００８年の制度導入以来、

７回にわたる保険料値上げを実施され、高齢者の生活を圧迫する重大な要因となってい

ます。しかも、自公政権はこの間、２００８年度にこの制度がスタートした際に導入し

た保険料の軽減措置、特例軽減を打ち切り、低所得者への大幅な保険料引上げを強行し

ました。その上、岸田政権は物価高騰で大打撃を受けている７５歳以上の高齢者の窓口

負担を、今年１０月から２倍に引き上げることを決めました。２倍化の対象となるのは

７５歳以上で、所得が一定額を超える３７０万人、負担増、給付削減の総額は２０２２

年の平年度ベースで１千８８０億円、１人当たりの負担増が年５万円を超えます。物価

高騰で大打撃を受けている高齢者に、こんな負担増は許されるものではありません。 

 今年０.４％、年金が減額されました。国民年金で年３千１０８円、厚生年金、夫婦

２人分で年１万８３６円の減額となります。食品も電気、水道も大幅に値上がりしてい
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る最中の減額は、高齢者の暮らしにとって大きな痛手です。年金は高齢者の生活を支え

る命綱です。 

 政府の調査でも、６０歳以上の６７％が公的年金が主な収入源と答えています。高齢

者に冷たい政治では、若者も現役世代も未来に希望が持てません。物価高騰の中で、高

齢者に新たに苦難をもたらし、社会保障制度への国民の信頼を失わせることにつながり

ます。コロナ禍でただでさえ、高齢者の受診控えが進んでいる中、受診抑制を前提にし

た窓口負担増は、高齢者の命、健康、人権の侵害です。応能負担は、窓口負担に求める

のではなく、富裕層や大企業の税、保険料負担に求めるべきです。先進国では、医療費

の窓口負担は無料が当たり前です。７５歳以上、医療費窓口負担２割化は、高齢者の暮

らしと命、健康、人権に大きな影響を及ぼします。高齢者の命や健康や人権を脅かす、

７５歳以上医療費窓口負担２割化は中止し、高齢者いじめの後期高齢者医療制度の廃止

を求めまして、反対の討論といたします。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

 討論を許します。 

○嚨本（博）委員 認定第６号、令和３年度太子町後期高齢者医療特別会計決算認定につ

いて、賛成の立場で討論を行います。 

 少子高齢化が急速に進展し、生産年齢である現役世代が減少していく中で、後期高齢

者医療制度は、今後の人口構成も踏まえ、全ての世代の方々に理解が得られる持続可能

な社会保障制度として次世代に引き継ぐことが求められています。このような中、国に

おいては、負担と供給のバランスを取りながら、必要に応じて、定義、制度の見直しを

行っており、本年１０月からは医療機関等の窓口での自己負担の割合が見直されること

になっております。一方、本町の令和３年度の後期高齢者医療特別会計の運営は、制度

の趣旨にのっとり、関係法令に基づき適切な事業運営をされており、一定評価できるも

のと考えます。引き続き、大阪府後期高齢者医療広域連合と連携を密にし、制度の円滑

な運営を要望しまして、本決算の賛成討論といたします。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、討論を終わります。 

 採決いたします。 

 認定第６号を原案どおり認定することに賛成の方の起立を求めます。 
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（起立６名・反対２名） 

○中村委員長 起立６名、反対２名、賛成多数でございます。 

 よって、認定第６号、令和３年度太子町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定に

ついては、認定することに決しました。 

 次に、議案第３９号、令和４年度太子町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）、

これを議題といたします。 

 本件について、説明を求めます。 

○松岡保険医療課長 それでは、議案第３９号、令和４年度太子町国民健康保険特別会計

補正予算（第１号）について、内容のご説明を申し上げます。 

 令和４年度太子町国民健康保険特別会計補正予算書の１頁になります。 

 第１条、第１項、予算の総額でございます。既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ２

千１０４万４千円を追加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ１４億９千６２９万３千円

とするものでございます。 

 次に、歳出の内容でございますが、８頁、９頁になります。 

 １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費、補正額１６万５千円は、一般管理事

業で、１２節委託料の電算機器・プログラム変更委託料を計上しております。これは、

令和４年度から実施しています未就学児の子どもの均等割半額について、国保事業報告

システムにて報告するため、改修の必要が生じたことから、その経費を計上しておりま

す。 

 ６款基金積立金、１項基金積立金、１目財政調整基金積立金、補正額１千７８１万９

千円は、２４節積立金で、前年度の繰越金のうち、８款諸支出金に計上しております国

府支出金等返還金及び一般会計繰出金に充てた残余を計上し、財政調整基金に積み立て

るものでございます。 

 ８款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、３目償還金、補正額１６３万８千円は、

２２節償還金利子及び割引料の国・府支出金返還金を計上しております。これは前年度、

令和３年度ですが、特定健診や新型コロナウイルス感染症保険料減免等の事業費に係る

補助金と交付金等の確定を受けて超過交付となった国・府負担金を返還するものでござ

います。 

 次の２項繰出金、１目一般会計繰出金、２７節繰出金１４２万２千円は、出産育児一

時金の一般会計に係る精算分で、令和２年度分を一般会計に繰り戻すものでございます。 
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 以上が歳出でございます。 

 続きまして、歳入でございます。６頁、７頁になります。 

 ４款府支出金、１項府補助金、１目保険給付費等交付金、補正額１６万５千円は、３

節保険給付費等交付金で、先ほど歳出の総務費においてご説明いたしました電算機器・

プログラム変更委託料の財源として、大阪府から交付される特別調整交付金として、歳

出同額の１６万５千円を計上しております。 

 ７款繰越金、１項繰越金、１目前年度繰越金、補正額２千８７万９千円は、令和３年

度からの前年度繰越金でございます。 

 令和４年度太子町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）の内容の説明は、以上で

ございます。何とぞよろしくご審議の上、ご議決賜りますようよろしくお願い申し上げ

ます。 

 以上でございます。 

○中村委員長 ただいま、説明がありました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

○西田委員 先ほどでいけば、令和３年度末の国保の基金現在高は８千７０８万６千５０

５円やったんですけど、それで基金は積み増すことになるんですか。 

○松岡保険医療課長 委員おっしゃっておられます、令和３年度末の基金残高が、先ほど

の数字ですけれども、今回の補正予算につきましては、令和４年度でもう既に２千万円

を保険料の抑制財源として、歳入として繰り入れておりますので、積立金を１千７８７

万９千円、予算として上げさせていただいていますが、結果として差引２１２万１千円

の基金は継承するという状況でございます。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、質疑を終わります。 

 討論に入ります。討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、討論を終わります。 

 お諮りいたします。 

 議案第３９号を原案どおり可決することにご異議ございませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○中村委員長 ご異議なしと認めます。 

 よって、議案第３９号、令和４年度太子町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

は、原案どおり可決することに決しました。 

 次に、議案第４０号、令和４年度太子町介護保険特別会計補正予算（第１号）、これ

を議題といたしました。 

 本件について、説明を求めます。 

○武部福祉介護課長 それでは、議案第４０号、令和４年度太子町介護保険特別会計補正

予算（第１号）について、ご説明申し上げます。 

 令和４年度太子町介護保険特別会計補正予算書の１頁をお開き願います。 

 第１条、第１項、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８千８６５万円を追

加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１４億４千９８９万６千円とするものでございま

す。 

 それでは、補正予算書の８頁、９頁をお開き願います。 

 歳出から説明させていただきます。４款基金積立金、１項基金積立金、１目介護給付

費準備基金、補正額４千４０万円は、地方財政法第７条の規定に基づき、令和３年度の

決算繰越分の２分の１である３千４７４万円と令和２年度の決算繰越金の積立金の積み

残し分５６６万円の合計を介護給付費準備基金に積み立てるものでございます。 

 ６款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、３目償還金、補正額４千３８７万９千円

は、国・府及び支払基金への返還金で、前年度の介護給付費負担金及び地域支援事業交

付金の算定に伴うものでございます。 

 補正予算書の１０頁、１１頁でございます。 

 ６款諸支出金、２項繰出金、１目一般会計繰出金、補正額４３７万１千円は、交付金

の内示を受けたことに伴い、歳入に保険者機能強化推進交付金、介護保険保険者努力支

援交付金を計上し、一般会計にて計上していた重層的支援事業交付金を減額し、予算組

替をしたことにより、一般会計繰出金を計上したものでございます。 

 続きまして、歳入でございます。予算書の６頁、７頁でございます。 

 ３款国庫支出金、２項国庫補助金、３目保険者機能強化推進交付金、補正額２１８万

２千円は、高齢者の自立支援重度化防止等に関する取組を支援する交付金で、内示に伴

う補正となっております。 
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 ３款国庫支出金、２項国庫補助金、４目介護保険保険者努力支援交付金、補正額２５

２万６千円は、介護予防、健康づくり等に資する取組を支援する交付金で、これも内示

に伴う補正となっております。 

 ７款繰入金、１項一般会計繰入金、４目低所得者保険料軽減繰入金、補正額５８万５

千円は、前年度の低所得者保険料軽減に係る負担金の精算に伴う追加交付金でございま

す。 

 ７款繰入金、２項基金繰入金、１目介護給付費準備基金繰入金、補正額１千３８７万

９千円。これは、国・府及び支払基金への返還に伴い、不足する分の介護給付費準備基

金繰入金でございます。 

 ８款繰越金、１項繰越金、１目繰越金、補正額６千９４７万８千円は、令和３年度決

算の歳入総額から歳出総額を差し引いた繰越金となっております。 

 以上で、令和４年度介護保険特別会計補正予算（第１号）の内容のご説明を終わりま

す。何とぞよろしくご審議の上、ご議決賜りますようよろしくお願いいたします。 

○中村委員長 ただいま、説明がありました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

○西田委員 歳入で言った低所得者保険料軽減繰入金過年度分ということですけれども、

これはコロナ減免のこと、また違うんですか。 

○武部福祉介護課長 コロナ減免とはまた別で、１段階から３段階の方々の、要は低所得

者の段階の方に対する軽減の負担分という形になります。 

○中村委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、質疑を終わります。 

 討論に入ります。討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○中村委員長 ないようでございますので、討論を終わります。 

 お諮りいたします。 

 議案第４０号を原案どおり可決することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○中村委員長 ご異議なしと認めます。よって、議案第４０号、令和４年度太子町介護保
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険特別会計補正予算（第１号）は、原案どおり可決することに決しました。 

 以上で、本委員会に付託されました議案は全て終了いたしました。 

 これにて委員会を閉会させていただきます。 

 本日はご苦労さまでした。 

午後 ２時１７分 閉 会 
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